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はじめに
　昨今、「地方創生」が喧しい中、観光振興が地域に
活力を導く呼び水になりうるものとして期待がよせら
れている。直感的には、観光振興と地域活性化は親和
性の高いものと考えられるが、両者の概念はともに広
く焦点が絞りにくい。これらを十把一絡げにとらえる
と、空疎な議論に終始するばかりか、アドホックな仮
説に陥るケースもある。
　観光資源という論点に目を転じれば、新潟県は「花
鳥風月」「雪月花」という日本の伝統・文化の象徴を
バランスよく擁すともに、陸・海・空路においても交
通インフラが整備されており、国内でも観光誘客には
恵まれた環境にある。これをもって、新潟県は日本海
側のみならず、わが国を代表する観光立県を宣するに
ふさわしいとする見解は衆目の一致するところであろ
う。
　こうした観点から、筆頭執筆者の研究室ではゼミ学
生が中心となり、「観光施策提言に資する調査研究」
を統一テーマに日々リサーチに勤しんでいる。
　里村（第２章）は、燕三条地域が「日本を代表する
産業クラスタとして果たしうる観光活性化」を所与の
条件に、当該地域の付加価値額創出能力に着目して議
論を展開している。併せて、燕三条の産業史から観光
資源の発掘を見出す試みを検討し、同エリアの「モノ
づくりツーリズム」は地域資源との親和性の高い観光
振興策であるとの論拠を導いている。
　植木（第３章）は、国内の産業観光の事例報告から、
民間と行政が一体となった取り組み策の最適解を模索
している。また、地方創生の一角を成す「CCRC
（Continuing Care Retirement Community）」と観光
振興の連携可能性についてサーベイし、シニア世代に
目を向けた観光・地域活性化の可能性を調査している。
　北澤（第４章）は、先行する文献をクリティカルに
咀嚼しながら、新潟県の観光振興の課題と展望および
産学官連携の責務分担について言及し、観光振興策の
あり方について論じている。
　本成果発表は、新潟日報社、県央５市町村、新潟県
三条地域振興局および新潟経営大学で組織する産学官
共同の取り組み「夢ちいき県央塾」から平成26年度に
助成を受けた自主研究「県央の観光と地域づくり～北
陸新幹線開業における地区の影響と将来展望～」を機
に開始し、今なお継続している調査研究のマイルス
トーンの位置づけにある。本論文は、学生各自のリサー
チ・ペーパーおよび研究ノートを編著論文に仕立てて
発表するものである1。加えて、執筆者らの成果発表
原稿を編集した発表録をAppendixに付して、本論文
の議論を補完した。
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２－１　燕三条の付加価値額創出能力
　付加価値額は、国や自治体が公表する統計資料など
の基礎数値に用いられる指標である。付加価値額の計
算にはいくつかの方法があるが、本稿では、新潟県統
計課［2014］にもとづき、利益に給与総額と租税公課
を繰り戻したものを付加価値額とする。利益は株主へ
の還元、給与総額は従業員への労働力の対価、租税公
課は納税の責務を果たしているものと考え、これを
もって企業が営業活動により生み出した付加価値額と
考えるようである2。
　
　図表２－１は、「金属製品製造業」の付加価値額に
ついて、全国、新潟県および県内市町村上位５位の価
値創出額を記したものである。全国で３兆2159億2400
万円の付加価値があり、そのうち新潟県では、1053億
3100万円を創出している。さらに、新潟県内市町村の
内訳でみれば、１位は燕市の294億7600万円、２位は
三条市の180億400万円となっており、燕市と三条市を
合わせて、474億8000万円となり、新潟県の「金属製
品製造業」の付加価値額の45％を占め、対全国比でみ
ても1.5％を占めている。
　このことから、燕三条の「モノづくり」は新潟県内
ではいうまでもなく、全国でもその存在感には確かな
ものがあるといえよう。
　参考までに、新潟県全体の「農業」の付加価値額は
358億5100万円である。燕市と三条市の「金属製品製
造業」と県内農業の付加価値額を比較すれば、前者が
116億2900万円多く、農業大国を自他ともに認める「農
業立県新潟」の付加価値額よりも燕市・三条市で生み
出される「金属製品製造業」の付加価値額が凌駕して
おり、まさに県内の産業と経済のけん引を担い、この
存在感は大きい3。
２－２　他地域産業との比較
　図表２－２から燕市と三条市が創出する付加価値額
を産業別に内訳をうかがえば、燕市の総付加価値は
1679億4600万円で、このうち、「金属製品製造業」が
１位となっている。
　同じく、三条市の総付加価値額は、1854億8800万円
で、このうち「金属製品製造業」は２位になっている。
燕市の「金属製品製造業」の付加価値額は297億7600
万円となり、燕市全体の付加価値額の17.5％を占めて
おり、三条市の「金属製品製造業」の付加価値額は
180億400万円で、三条市全体の付加価値額の9.7％を
占めている。
２．燕三条の産業と観光資源
―リサーチ・ペーパー―
（里村　星香）
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2.燕三条の産業と観光資源―リサーチ・ペーパー―（里 村 星 香）
2-1 燕三条の付加価値額創出能力付加価値額は、国や自治体などの基礎数値として統計資料などに使用され公表される指標である。付加価値額の計算にはいくつかの方法があるようだが、本稿では、新潟県統計課[2014]にもとづき、利益に給与総額と租税公課を繰り戻したものを付加価値額とする。利益は株主への還元、給与総額は従業員への労働力の対価、租税公課は納税の責務果たしているものと考え、これをもって企業が営業活動により生み出した付加価値額と考えるようである2。 図表2-1 付加価値額の比較 
図表2-1は、「金属製品製造業」の付加価値について、全国、新潟県および県内市町村上位5位の価値創出額を記したものである。全国で3兆2千1百59億3千
1 百万円の付加価値があり、そのうち新潟県では、1千 53億 3千 1百万円を創出している。さらに、新潟県内市町村の内訳でみれば、1位は燕市の2百94億7
千 6百万円、2位は三条市の 1百 80億 4百万円となっており、燕市と三条市を合わせて、4百74億8千万円となり、新潟県の「金属製品製造業」の付加価値額の45%を占め、対全国比でみても1.5%を占めている。 このことから、燕三条の「モノづくり」は新潟県内ではいうまでもなく、全国でもその存在感には確かなものがあるといえよう。 参考までに、新潟県全体の「農業」の付加価値額は
3百 58億 5千 1百万円である。燕市と三条市の「金属製品製造業」と県内農業の付加価値額を比較すれば、前者が116億2千9百万円多く、農業大国を自他ともに認める「農業立県新潟」の付加価値額よりも燕市・三条市で生み出される「金属製品製造業」の付加価値額が凌駕しており、まさに県内の産業と経済をけん引する役割を担う役割として大きな存在感がある3。 
2-2 他地域産業との比較図表 2-1から付加価値額の燕市と三条市の産業別内訳をうかがえば、燕市の付加価値額は、全体では1千
6百79億4千5百万円で、「金属製品製造業」が1位となっている。 同じく、三条市の付加価値額は、全体では1千8百
54億8千8百万円で、「金属製品製造業」は2位となっている。燕市の「金属製品製造業」の付加価値額は
2百 97億 7千 6百万円となり、燕市全体の付加価値額の17.5％を占めており、三条市の「金属製品製造業」の付加価値額は 1百 80億 4百万円で、三条市全体の付加価値額の9.7％を占めている。 
図表2-2 県央地区市町村の付加価値額（全体）（単位：百万円、カッコ内数字：一人あたり付加価値額） 
市 付加価値額 総額 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位 
三条市 185,488 その他の卸売業1 
18,491（680） 金属製品製造業 18,004（350） 飲食料品卸売業 10,381（1,485） 医療業 9,444（421） その他の小売業1 9,340（387）
燕 市 167,946 金属製品製造業 
29,476（389） 鉄鋼業 12,181（1,237） その他の卸売業 12,022（686） 電気機械器具製造業11,287（744） 生産用機械器具製造業  8,744（411）
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18,491（680） 金属製品製造業 18,004（350） 飲食料品卸売業 10,381（1,485） 医療業 9,444（421） その他の小売業1 9,340（387）
燕 市 167,946 金属製品製造業 
29,476（389） 鉄鋼業 12, 81（1,237） その他の卸売業 12,0 2（686） 電気機械器具製造業11,287（744） 生産用機械器具製造業  8,744（411）
図表２－１　付加
図表２－２　燕市・三条 の付 全体）（単 カッコ内数字：一人あたり付加価値額）
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　また、図表２－３で比較対象を「長岡市」、「柏崎市」、
「上越市」に拡げた場合、長岡市の１位は「原油・天
然ガス鉱業」で522億8700万円、柏崎市の１位は「電
気業」で292億5600万円、上越市の１位は「化学工業」
で309億800万円となっている。
　着目すべきは、対象３市の１位と２位の産業を比較
すると、際立って付加価値額の差異が大きい点である。
さらに、従業員１人当たりの付加価値額に目を向けれ
ば、比較対象市の１位は、長岡市「原油・天然ガス工
業」で8984万円、柏崎市「電気業」で2118万円、上越
市「化学工業」で1381万円と、極立って大きな数値を
示している特徴がうかがえる。
　ここにみる、１人当たりの付加価値額の比較は、論
考を進めるにあたり興味深い数値である。遡って、図
図表２－３　比較市町村の付加価値額（全体）（単位：百万円、カッコ内数字：一人あたり付加価値額）
図表２－４　燕市の企業規模推定
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また、図表 2-3で比較対象を「長岡市」、「柏崎市」、「上越市 に拡げた場合、長岡市の1位は「原油・天然ガス鉱業」で 5百 22億 8千 7百万円、柏崎市の 1位は「電気業」で 2百 92億 5千 6百万円、上越市の
1位は「化学工業」で3百9億8百万円となっている。 着目すべきは、共通してそれぞれの2位と産業と比較すれば、際立って付加価値額の規模が異なる点であ
る。さらに、従業員1人当たりの付加価値額に目を転じれば、比較対象市の1位は、長岡市「原油・天然ガス工業」で8,984万円、柏崎市「電気業」で2,118万円、上越市「化学工業」で1,381万円と際立って大きな数字になっていることがわかる。 くわえて、1 人当たりの付加価値額の比較は論考を進めるにあたり重要な示唆を与える。図表を遡って図
図表2-3 比較市町村の付加価値額（全体）（単位：百万円、カッコ内数字：一人あたり付加価値額） 
市 付加価値額 総額 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位 
長岡市 527,780 原油・天然ガス鉱業 
52,287（8,984） 医療業 33,842（480） 生産用機械器具製造業26,941（573） 総合工事業 20,268（348） 
社会保険・社会福祉・介護事業 
18,036（323）
柏崎市 175,709 電気業 
29,256（2,118） はん用機械器具製造業 13,422（470） 医療業 9,505（461） 設備工事業 8,480（544） 専門サービス業 8,408（3,548）
上越市 341,410 化学工業 
30,908（1,381） 総合工事業 26,046（538） 医療業 18,027（532）
社会保険・社会福祉・介護事業 
17,250（291） 
電子部品・デバイス・電子回路製造業
15,005（539）
図表2-4 燕市の企  事業所数 （社） 全事業所数に占める割足(%)
従業者数 （人）
1社あたり従業者数（人） 
う ち 個人 業 主（社） 
個人事業主率（％） 
うち無給 家族従業者（人） 
無給従業者率 （人） 製造業 2,492 38.1% 19,899 8 1,530 61.4 665 0.43
卸売・小売業 1,545 23.6% 10,167 6.6 767 49.6 345 0.45
サービス業（他に分類されないもの） 790 12.1% 4,235 5.4 452 57.2 127 0.28
建設業 446 0.0% 2,176 4.9 267 59.9 45 0.17
飲食店，宿泊業 412 6.8% 2,071 5 317 76.9 117 0.37
医療，福祉 229 6.3% 3,054 13.3 96 41.9 12 0.13
不動産業 221 3.5% 303 1.4 188 85.1 14 0.07
教育，学習支援業 195 3.4% 1,276 6.5 109 55.9 6 0.06
運輸業 72 3.0% 1,565 21.7 11 15.3 6 0.55
金融・保険業 58 1.1% 693 11.9 9 15.5 2 0.22
複合サービス事業 33 0.9% 423 12.8 3 9.1 - - 
公務 21 0.5% 717 34.1 - - - - 
農林漁業 17 0.3% 120 7.1 - - - - 
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建設業 446 0.0% 2,176 4.9 267 59.9 45 0.17
飲食店，宿泊業 412 6.8% 2,071 5 317 76.9 117 0.37
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表２－２から、燕市と三条市の「金属製品製造業」の
従業員１人当たりの付加価値額を燕市で389万円、三
条市で350万円と読み取れる。燕市・三条市をけん引
きする産業の割には、積極的な数値を示しているとは
いえまい。なぜなら、付加価値額の算出式は「利益（＝
売上高―費用総額）」、「給与総額」「租税公課」で構成
されていることから、これらの構成項目が上昇すれば
付加価値額を押し上げる効果があることからも明らか
だからである。
　もっとも、構成式から考えて、利益が発生しなけれ
ば給与総額と租税公課は増加しないわけであるから、
従業員１人当たりの付加価値額が300万円台である点
は現在の経営環境を俯瞰するうえで示唆に富む数値の
あらわれといえる。
　つまり、各地域の産業の特色をそのまま反映してい
るものと考えられ、「長岡市」、「柏崎市」、「上越市」
の産業は大規模の企業に依存しているのに対し、燕市
と三条市の産業は、総じて中小規模の企業の集積で成
り立っているものと考えられるのである。
　参考までに、図表２－４でみるとおり燕市の産業組
織は製造業と卸売・小売業でそれぞれ38.1％と23.6％
であわせて56.7％を占める産業組織構造になってい
る。新潟県統計課［2014］によれば、燕市の事業所数
は、5902社である。
　両業種の割合が大きいこともさることながら、個人
事業主率が製造業で61.4％、卸売・小売業で49.6％と
高い割合を示しており、ともに個人事業主のうち無給
家族従業者数を個人事業主数で除した割合が0.43人／
社となることから、家族経営規模の事業所が多いとこ
ろも大きな特徴である4。
２－３　域内の産業構造の変化
　「事業所別付加価値額」は、調査地域内にある製造
工場などの付加価値を創出する施設により生み出され
た数値である。一方の、「企業別付加価値額」は新潟
県内に本社がある企業が創出した付加価値額の合計で
ある。
　したがって、企業別付加価値額は、域外（県外・国
外を含む）にある生産拠点で創出された額を含む数値
である。
　新潟県統計課［2014］は、事業所別付加価値額を採
用しており、内閣府地域創生推進室が提供する統計
サービス「RESUS（地域経済分析システム）5」では企
業別付加価値額を採用している。
　図表２－５で見るように、三条市と燕市の「金属製
品製造業」の事業所別付加価値額は合わせて、474億
8000万円、これに対して、企業別付加価値額は663億
6600万円となっている。両者の差額が意味するものは、
域内もしくは域外の生産額の差額を表していると考え
られる。
　特に、三条市の両数値の差異は顕著である。図表２
－６の示す通り、燕・三条地域の産業クラスタの構造
は「両地域とも地場産業においては、産地問屋と呼ば
れる卸が販売、物流、在庫機能を引き受け、地域の元
請メーカーに製造を発注、地域内分業により生産を行
うという形態で取引を行ってきた（商工総研［2009］，
p.2）」特徴がある。
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図表２－６　燕・三条地域製造業集積の構造
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　しかし、「受注先業種の多角化や事業転換、製品開
発のための秘密保持、生産性向上や高品質化などへの
対応力を強化するため、地域の有力メーカーは周辺工
程の内部化など内製化を進めており、分業生産体制に
基づく取引の流れに変化が見られる。（商工総研
［2009］，同上）」、また、「卸売が企画・開発機能を持ち、
地域内企業に発注するファブレス的な展開、元請メー
カーが消費地問屋や小売店等に直接販売する形態が以
前から一部にあったが、……（中略）……最近はこの
ようなケースが増えているようである。（商工総研
［2009］，pp.2-3）」との報告がある。
　つまり、「三条商人の流れを汲む産地問屋の仕組み」
すなわち、営業元が窓口となり地場の企業に仕事を振
り分けて成り立つ燕三条の産業の特徴である、「域内
水平分業」が崩れつつある可能性を否定できない。
２－４　燕三条の産業の史的変遷
　燕三条の産業の歴史は江戸時代初期の和釘づくりま
で遡り、特に燕の産業は「事業転換の歴史」ともいわ
れる（商工総研［2009］，p.2）。
　気候上、冬には積雪が多く農作物が一期作であるが
ゆえに町や村の生活は規定されており、鍛冶仕事は冬
場のものだった。
　「三条市史」によれば、「古くから農と鍛冶の間に季
節的な生業の相互補完が組まれていて、夏の農作業、
冬の鍛冶という生業形式があったものと考えられる。
この季節的な生業の相互補完は近世も後期に至り新興
の鍛冶産地が各地に生まれてくる時には、いわゆる「農
閑稼ぎ」の姿をとって冬の農村の余剰労働力の吸収と
して表されて来るのである。（三条市史，pp.213-214）」
と記されており、農家の副業を起源とする鍛冶仕事の
流れが今日の地場産業形成にいたるまで連綿と受け継
がれている。
　最初の転換期は、維新と開港により西欧の製品とと
もに洋釘が持ち込まれた江戸時代末期である。この当
時、和釘は１本ずつ手作業で作られているのに対し、
洋釘は機械によって大量生産できるため安価であり、
頸の部分に刻みがあるため抜きにくいなどの利点があ
り、その需要は和釘から洋釘にとって変わられた。そ
の後、洋釘の需要は明治13年、14年の東京での火災、
暴風雨による災害により増大した。燕の産業はこの時
代の変化に対応すべく、矢立やキセルの製造に転換す
る。このときに、和釘製造で培った金属加工技術が活
かされた。
　その後、万年筆や紙巻きたばこが一般に普及したた
め、矢立やキセルの需要は衰退する。時期を同じくし
て、洋風の文化が一般に普及すると洋食器の需要が拡
大した。矢立とキセルの需要が衰退し製造が困難に
なったため、銅製の洋食器の製造に転換し、当該産品
は日本を代表する輸出産業にまで発展を遂げるに至っ
た。
　しかし、第２次世界大戦中は軍事産業へのシフトを
余儀なくされ、洋食器の製造は断念せざるをえない状
況になる。終戦後は、戦後特需の恩恵を受け、再び輸
出産業として復活を遂げた。以降、プラザ合意に端を
発する円高不況などの困難に耐えながらも今日に至っ
ている。
　最近では、支援機関の協力の下、チタンやマグネシ
ウム等の難素材加工技術を開発するなど、拡大する産
業分野のニーズへの対応が図られている。
　燕三条の「モノづくり」は、度重なる破壊的イノベー
ションに立ちむかうべく業態転換を余儀なくされ発展
した歴史がある。その背景には、蓄積された伝統の金
属加工技術があり、これらを応用しながら今日もなお
最先端技術の開発を怠らず成長している。
小　括
　県央の地域活性化を観光に見出すなら、「モノづく
り観光」のブラッシュ・アップを唱えても異論はなか
ろう。
　第一の理由に、県内の「金属製品製造業」の45％を
担う燕市、三条市の金属製品製造業の付加価値額のウ
エイトが高いことがあげられる。とりわけ、中小企業
で形成する産業集積地で大きな付加価値額を創出して
いる点は大きな特色である。企業規模に左右されない
柔軟性という小回りの利く強みを活かして新たなクラ
フト・ツーリズムの開発が期待される。
　第二の理由として、歴史に裏打ちされた伝統技術と4 
表 2-2から、燕市と三条市の「金属製品製造業」の従業員1人当たりの付加価値額を燕市で389万円、三条市で350万円と読み取れるが、この数値は大きい額とはいえまい。なぜなら、付加価値額の算出式は「利益（＝売上高―費用総額）」、「給与総額」「租税公課」で構成されていることから、これらの構成項目が上昇すれば付加価値額を押し上げる効果があることからも明らかであるである。一般的には、大企業や大規模事業を生業とする企業に依存するところが大きいことは自明の理である。 もっとも、構成式から考えて、利益が発生しなければ給与総額と租税公課は増加しないわけであるから、従業員1人当たりの付加価値額が300万円台である点は現在の経営環境を俯瞰するうえで示唆に富む数値のあらわれである。 つまり、各地域の産業の特色をそのまま反映しているものと考えられ、「長岡市」、「柏崎市」、「上越市」の企業は大規模の企業に依存しているのに対し、燕市と三条市の産業は、総じて中小規模の企業の集積で成り立っているものと考えられるのである。 参考までに、図表 2-4でみるとおり燕市の産業組織は製造業と卸売・小売業でそれぞれ38.1%と23.6%であわせて 56.7%をしめる産業組織構造になっている。新潟県統計課[2014]によれば、燕市の事業所数は、
5,902社である。 両業種の割合が大きいこともさることながら、個人事業主率が製造業で61.4%、卸売・小売業で49.6%と多寡ウィア割合を示しており、ともに個人事業主のうち無給家族従業者数を個人事業主数で除した割合が
0.43人／社となることから、家族経営規模の事業所が多いところも大きな特徴である4。 
2-3 域内の産業構造の変化「事業所別付加価値額」は、調査地域内にある製造工場などの付加価値額創出の施設により創出された数値である。一方の、「企業別付加価値額」は新潟県内に本社がある企業が創出した付加価値額の合計である。 したがって、企業別付加価値額は、域外（県外・国外を含む）にある生産拠点で創出された額を含む数値
である。 
図表2-5 事業所別付加価値額と企業別付加価値額の比較 
(単位：百万円) 総  額 金属製品製造業 事業所別 企業別 事業所別 企業別 三条市 185,488 216,340 18,004 38,277燕 市 167,945 135,058 29,476 28,089計 353,433 351,398 47,480 66,366出所：新潟県統計課[2014],RESUSをもとに筆者作成 
新潟県統計課[2014]は、事業所別付加価値額を採用しており、内閣府地域創生推進室が提供する統計サービス「RESUS（地域経済分析システム）5」では企業別付加価値額を採用している。 図表 2-5で見るように、三条市と燕市の「金属製品製造業」の事業所別付加価値額は合わせて、4 百 74億8千万円、これに対して、企業別付加価値額は6百
63億6千6百万円となっている。両者の差額が意味するものは、域内もしくは域外の生産額の差額を表していると考えられる。 特に、三条市の両数値の差異は顕著である。図表2-6の示す通り、燕・三条地域の産業クラスタの構造は「両地域とも地場産業においては、産地問屋と呼ばれる卸が販売、物流、在庫機能を引き受け、地域の元請メーカーに製造を発注、地域内分業により生産を行うという形態で取引を行ってきた(商工総研[2009]，p.2)」特徴がある。 
図表2-6 燕・三条地域製造業集積の構造 
出所：商工総研[2014], p,3 
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最先端技術の融合がある。これまでみてきたように、
燕三条には「モノづくり」に降りかかる幾多もの破壊
的イノベーションに立ち向い、積み重ねてきた伝統技
術を応用しながら「業態転換」を繰り返して発展して
きた歴史がある。燕市・三条市には江戸時代から続く
「モノづくりの物語」があり、今なお続いている。時
を重ねた産業の歴史は、一朝一夕で作れるものではな
く、唯一無二の観光資源である。
　しかし、「燕三条はモノづくりのまち」という実感
に乏しい点は否めない。
　私見として、燕市の「洋食器」や三条市の「金物」
に日常的に触れる環境にないため、実感がわきにくく
なっているという課題があるのではなかろうか。
　今後は、「洋食器」や「金物」のより一層の「ブラ
ンド化」を推進し、市場を確立することが喫近の課題
であると考える。
　また、「工場の祭典」などのイベントのコンテンツ
をより膨らませ、たとえば燕三条の産業を見て回るツ
アーなどに、その工場で作られたものはどのようにし
て使われているのか、燕市の「洋食器」を使った料理
を食べ、「見る」と「食」のコンセプトをミックスし
て市民を巻き込み縦横無尽につながる体験型観光を
ツーリズムに盛り込むことも「実感がわきにくい」と
いう課題の解決につながるのではなかろうか。
　燕市・三条市の産業観光の「のびしろ」は大きく、
県央地域の活性化を支える重要な観光資源になるもの
と思われる。県央地域は、地勢的にも新潟県の中央に
位置しており、新幹線・高速道路など交通インフラの
も整備されている。加えて、付加価値額創出能力とい
う経済面の観点からも秘めた潜在能力に富んだ地域で
あることは見てきたとおりである。
　本章におけるサーベイから、地域の活性化に資する
観光資源が乏しいことはないとの結論にいたった。し
かし、核心を得た活性化策の試案は得ていない。この
点は、課題として残る。 （里村　記）
３．産業観光の事例研究
―研究ノート―
（植木　雅樹）
　
　本章では、DBJ［2015］を拠りどころに産業観光の
事例を確認する。
⑴　ヤマハの事例
　ヤマハ（ヤマハ株式会社）は楽器製造をはじめ、音
響機器や電子部品など、幅広い事業を展開する日本を
代表するリーダー企業として有名である。同社では、
CSR活動の一環として静岡県の掛川工場にて工場見学
を実施している。工場見学では、創業の歴史やピアノ
の仕組みなどを説明するビデオを上映の後、工場内を
係員による解説を受けながらグランドピアノの製造工
程を見学し、製造に必要とされる「職人による熟練の
技」を伝えている。同社ホームページによれば、「ヤ
マハへの理解を深めていただくとともに、楽器や音楽
の魅力に触れていただくこと」を目的としているとい
う。
　また、DBJ［2015］は「「音楽のまち」浜松という
地域ブランド作りへの協力は、同社にも一定のメリッ
ト（DBJ［2015］，p.8）」があると分析している。
　同報告書によれば、工場見学には年間で国内外から
8,000人の来訪者があるという（DBJ［2015］，p.3）。
取り組みのポイントを、「工場見学受入の目的は企業
によって様々。目的に応じてターゲットとする顧客を
絞りこむこともありうる。（DBJ［2015］，p.3）」、「「何
を見せたいのか」を良く考える。職人の技、大量生産
の効率性、製造方法の意外性（DBJ［2015］，p.3）」、「地
域内の連携が一定のシナジーを生むのであれば、メ
リットある企業群を地域で括るという発想もある。
（DBJ［2015］，p.3）」のように整理している。
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⑵　春華堂の事例
　春華堂（有限会社春華堂）は、浜松を代表する銘菓
「うなぎパイ」の製造販売会社である。同社では2005
年にオープンした「うなぎパイファクトリー」にて、
工場見学を実施している。ガイド付きのツアーの他、
自由見学コースも設定されている。敷地内では、うな
ぎパイや同社の商品が購入できる直売店、うなぎパイ
を使ったオリジナルスイーツが食せる「うなぎパイカ
フェ」、移動式カフェの「うなくん号」が設置され、テー
マパークの色合いを強めている。
　DBJ［2015］は、「来訪者の満足度を高めると同時に、
工場開放に伴う費用を回収する仕組みを整えている。
休日には、喫茶店目当てに来場するリピーターもいて
行列ができるほどだという。（DBJ［2015］，p.4）」と
報告している。さらに、「子供達とのコミュニケーショ
ンや作業現場を見てもらうことで職人のモチベーショ
ン向上や、安全・安心をPRする効果も感じていると
いう。また最近では、企業理念の共有や商品知識の深
化を目的に、新人研修として必ずファクトリーのガイ
ドをさせており、従業員教育にも役立てている。（DBJ
［2015］，p.4）」と報告されている。
　同報告書は、これらの取り組みについて、「来訪者
目線の様々な工夫を実施。口コミで感動を伝えてもら
うことでファン拡大の好循環へ。（DBJ［2015］，p.4）」、
「満足度を上げることと来訪者受け入れコストはト
レードオフ。持続的な取り組みのため、食品産業など
は来訪者への売上などでバランスをとっていくことが
大切。（DBJ［2015］，p.4）」、「従業員のモチベーショ
ン向上や教育に繋がる面も。（DBJ［2015］，p.4）」と
述べている。
⑶　川崎産業観光振興協議会の事例
　周知の通り、川崎市と北九州市は日本を代表する企
業や工場の集積地である。両市ともに、工場夜景ツアー
や工場見学といった「産業観光」に力を注いでいる。
　川崎市では食品メーカー「味の素」、エレクトロニ
クスメーカー「富士通」といった日本を代表する大企
業が産業観光に協力しており、同市のホームページに
は28ヵ所が紹介されている6。
　DBJ［2015］によれば、「川崎市産業観光振興協議会」
は川崎市、商工会議所、川崎市観光協会で構成されて
おり、「川崎市の産業について良く知る行政と、観光
に詳しい観光協会が協働しながら取り組みを進めてい
る点が特徴である。（DBJ［2015］，p.5）」という。また、
「産業観光ガイド」の存在も大きく、川崎市の観光ガ
イドは、「川崎産業観光検定」の合格者の中から、さ
らにガイドに関する座学および１年間の実地研修を経
てようやく認定される。「観光客への高いアピール力
には定評があり、ガイドが伝える見学地についての知
識やおすすめポイント、川崎の産業の歴史やまちの魅
力といった情報が、川崎産業観光のストーリー性を高
めている。ガイドはツアー会社より報酬を得て活動し
ており、このような要素もガイドの質の高さや持続可
能な取り組みにつながっている。（DBJ［2015］，p.5）」
と説明している。
⑷　北九州産業観光センターの事例
　「北九州産業観光センター」は北九州商工会議所、
北九州市、北九州市観光協会の三者が協働し、2014年
７月に立ち上げられた。同報告書によれば、「産業・
企業に関する情報と観光ノウハウを融合することで、
着地型企画ツアーを結成。地域一体となった取り組み
へ（DBJ［2015］，p.7）」と紹介されている。産業観
光の見学施設は55ヵ所で7、大規模製造業から最先端
の機械設備、石鹸などの生活に身近な製品に至るまで
バラエティに富んだ構成になっている。また、公害を
克服した歴史などを伝える資料館もある。
　同報告書では、「地域内に点在する産業観光情報を
組み合わせ・編集することで、地域の特性をアピール
しうるテーマ性・ストーリ性を付与。（DBJ［2015］，
p.7）」として特徴をあげている。また、本事例は、前
節で示した川崎市産業観光振興協議会の事例と同じく
産業観光ガイドを採用している。ツアーにて施設内で
伝えきれなかったモノづくりの歴史や、その背景にあ
るストーリーを伝えるために、「見るだけでは分から
ないテーマ性・ストーリー性を観光ガイドがサポート
し、「伝わる工夫」を徹底。（DBJ［2015］，p.7）」と
している。
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⑸　大田観光協会の事例
　東京都大田区は、約4,000の町工場が集積する「モ
ノづくりのまち」である。DBJ［2015］は「居住空間
と工場が接近している「工場町屋」が、まちの魅力で
ある。」と述べている。本事例では、大田観光協会と
モノづくり観光協会が中心となり、大田の魅力を伝え
る「おおたオープンファクトリー」が実施されている。
2012年から１年に約２回のペースで実施され、第４回
目（2011年11月29日）は参加企業が72社、来場者数は
2,000名に上った。このイベントは「地域住民に「自
分たちのまち」を見てもらい、地域の魅力を知っても
らう（DBJ［2015］，P.6）」という目的でスタートした。
　また、開催にあたっては、工場毎に対応可能な範囲
や時間を確認し、より多くの工場の協力を求められる
よう気を配った。大学（首都大学東京、横浜国立大学、
東京大学）と連携し、様々な企画を実施している。単
なる工場見学ではなく、テーマを設定したいくつかの
ツアーを実施、総合案内所や休憩所など参加者への配
慮も怠らない。
　DBJ［2015］はこれらについて「地域住民への地域
の魅力・アイデンティティの発信手段として産業観光
を活用。一斉イベントでプロモーションしやすく。人
が集まることで気づきが生まれる。（DBJ［2015］，
p.6）」、「事業内容や規模に応じ、負担感を踏まえた細
やかな配慮を行うことで協力企業を増やす。（DBJ
［2015］，p.6）、「学生の柔軟なアイデアと情報発信力
（SNS・口コミ）の活用が大きなポイント。「若者」が
触媒となり関係者に一体感醸成。（DBJ［2015］，p.6）」
と述べている。
⑹　大阪モノづくり観光推進協会の事例
　東大阪市は、約6,000の中小製造業が集積する国内
を代表する中小企業の町である。DBJ［2015］によれ
ば「観光という視点でみると、東大阪を目的として来
るというよりも、京都や大阪への修学旅行生の宿泊先
の一つにすぎなかった。（p.9）」という。「大阪モノづ
くり観光推進協会」が設立された経緯は「修学旅行生
の受入先であった「ホテルセイリュウ」が「地域活性
化に向け、モノづくりの心を若者に伝え東大阪のファ
ンづくりをしよう」との呼びかけに応じた地元企業有
志が集まり、経済産業省の補助事業としてモノづくり
観光がスタートした。2010年にJTB西日本が団体向け
旅行プラン「知恵のたび」の東大阪版として広くプロ
モーションを開始し、2012年には自立的かつ継続的な
発展を目指し、同社と東大阪の町工場約50社が参加し、
「大阪モノづくり観光推進協会」が設立された（DBJ
［2015］，p.9）。また、「単に工場見学するだけでなく、「町
工場のおっちゃん」から製品や技術へのこだわりを聞
き、モノづくりの原点に触れるツアーとして評判とな
り、また、修学旅行の班別行動・キャリア教育重視の
流れも相俟って、東大阪の町工場に訪れる修学旅行生
は年間６千人を超えるまでに大きく増加。営業・送客
は旅行会社、ツアーの企画・マッチングは同協会といっ
た役割分担で事業を拡大している。現在、大阪府外の
参加者が95％を占め、その３割ほどがリピータ （ーDBJ
［2015］，p.9）」だという。
　DBJ［2015］は、「地域ブランドの発信によるメリッ
トを共有できる多数の企業が存在し、地域活性化の危
機意識のもとに集結（DBJ［2015］，p.9）」、「地域に
おいて観光資源となるものは何か、を突き詰める。そ
して域外の人の興味を引くものかどうかを検証（DBJ
［2015］，p.9）」また、JTBなどの旅行会社と役割分担
し協働したことについて、「「餅は餅屋」でスタートアッ
プの早さに繋がった。但し、着地型での企画・マッチ
ングはしっかり担う。（P.9）」、ターゲットを修学旅行
8 
る。」と述べている。本事例では、大田観光協会とモノづくり観光協会が中心となり、大田の魅力を伝える「おおたオープンファクトリー」が実施されている。2012年から 1 年に約 2 回のペースで実施され、第 4 回目（2011年11月29日）は参加企業が72社、来場者数は2,000名に上った。このイベントは「地域住民に「自分たちのまち」を見てもらい、地域の魅力を知ってもらう（DBJ[2015]，P.6）」という目的でスタートした。 また、開催にあたっては、工場毎に対応可能な範囲や時間を確認し、より多くの工場の協力を求められるよう気を配った。大学（首都大学東京、横浜国立大学、東京大学）と連携し、様々な企画を実施している。単なる工場見学ではなく、テーマを設定したいくつかのツアーを実施 総合案内所や休憩所など参加者への配慮も怠らない  
DBJ[2015]はこれらについて「地域住民への地域の魅力・アイデンティティの発信手段として産業観光を活用。一斉イベントでプロモーションしやすく。人が集まることで気づきが生まれる。（DBJ[2015], p.6）」、「事業内容や規模に応じ、負担感を踏まえた細やかな配慮を行うことで協力企業を増やす。（DBJ[2015], 
p.6）、「学生の柔軟なアイデアと情報発信力（SNS・口コミ）の活用が大きなポイント。「若者」が触媒となり関係者に一体感醸成。（DBJ[2015], p.6）」と述べている。 
3-5 大阪モノづくり観光推進協会の事例東大阪市は、約6,000の中小製造業が集積する国内を代表する中小企業の町である。 J[2015]によれば「観光という視点でみると、東大阪を目的として来るというよりも、京都や大阪への修学旅行生の宿泊先の一つにすぎなかった。（p.9）」という。「大阪モノづくり観光推進協会」が設立された経緯は「修学旅行生の受入先であった「ホテルセイリュウ」が「地域活性化に向け、モノづくりの心を若者に伝え東大阪のファンづくりをしよう」との呼びかけに応じた地元企業有志が集まり、経済産業省の補助事業としてモノづくり観光がスタートした。2010年にJTB西日本が団体向け旅行プラン「知恵のたび」の東大阪版として広くプロ
モーションを開始し、2012年には自立的かつ継続的な発展を目指し、同社と東大阪の町工場約 50 社が参加し、「大阪モノづくり観光推進協会」が設立された（DBJ[2015], p.9）。また、「単に工場見学するだけでなく、「町工場のおっちゃん」から製品や技術へのこだわりを聞き、モノづくりの原点に触れるツアーとして評判となり、また、修学旅行の班別行動・キャリア教育重視の流れも相俟って、東大阪の町工場に訪れる修学旅行生は年間6千人を超えるまでに大きく増加。営業・送客は旅行会社、ツアーの企画・マッチングは同協会といった役割分担で事業を拡大している。現在、大阪府外の参加者が95％を占め、その3割ほどがリピーター（DBJ[2015], p.9）」だという。 
DBJ[2015]は、「地域ブランドの発信によるメリットを共有できる多数の企業が存在し、地域活性化の危機意識のもとに集結（DBJ[2015], p.9）」、「地域において観光資源となるもの何か、を突き詰める。そして域外の人の興味を引くものかどうかを検証（DBJ[2015], 
p.9）」また、JTBなどの旅行会社と役割分担し協働したことについて、「「餅は餅屋」でスタートアップの早さに繋がった。但し、着地型での企画・マッチングはしっかり担う。（P.9）」、ターゲットを修学旅行生と明確化したことについては「「ロケットを飛ばす東大阪」などのテーマ性で教育的効果をプロモーション。班別行動・キャリア教育重視の流れにも乗る。（p.9）」と述べている。 図表3-1 各事例から見る産業観光の類型化 
（出所：DBJ[2015]、p.10、図表3-2） 
図表３－１　各事例から見る産業観光の類型化
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生と明確化したことについては「「ロケットを飛ばす
東大阪」などのテーマ性で教育的効果をプロモーショ
ン。班別行動・キャリア教育重視の流れにも乗る。
（p.9）」と述べている。
　図表３－１は産業観光の類型をマトリクスにまとめ
たものである。縦軸には企業の規模を、横軸にはター
ゲットをとっている。
小　括
　以上の事例について、DBJ［2015］ではヤマハは
CSR活動の一環として、大田観光協会は地域住民にま
ちの魅力を知ってもらうことを目的としての産業観光
であり、「地域啓蒙・CSR型」として分類している。
川崎産業観光振興協議会、北九州産業観光センター、
大阪モノづくり観光推進協会は観光客誘致のための
「観光型」であると分類している。
　燕三条の「工場の祭典」について、DBJ［2015］は
域外客、バイヤー、地域住民を主なターゲットとして
まとめている（DBJ［2015］，P10，図表３－２）。観
光客誘致のためには域外客へとターゲットを絞った戦
略をとる必要があると考えられる。着地型観光では、
受け入れ側である地域から魅力を発信する必要があ
り。このため、住民の観光への理解と協力は必要不可
欠である。 （植木　記）
  補　足
日本版CCRC構想について
　「日本版CCRC構想」は、「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」（平成26年12月27日閣議決定）にて掲げら
れた主要政策のひとつである。
　日本版CCRC構想有識者会議8にてまとめられた素
案では「東京圏をはじめとする高齢者が、自らの希望
に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でア
クティブな生活を送るとともに、医療介護が必要な時
には継続的なケアを受けることができるような地域づ
くり（日本版CCRC［2015］，p.1）を目指すもの」と
している。
　また、その意義として、「①高齢者の希望の実現　
②地方へのひとの流れの推進　③東京圏の高齢化問題
への対応」を掲げている。（日本語版CCRC［2015］，p.1）
　三菱総研［2015］は日本版CCRCのメリットとして、
５つの面を掲げている。
　また、三菱総研［2015］は以下の５点を機能として
挙げている。
⑴　居住機能
　日本版 CCRCは、居住者が健康時に入居し、自立
した快適な生活を送ることのできる居住空間を基本と
し、事業者による見守りや要介護状態になった時にも
できる限り在宅で暮らし続けることが可能となるよ
う、安心、安全を担保する設備が備わっている。（三
菱総研［2015］，p.8）
⑵　健康・医療・介護機能
　居住者は、介護予防、認知症予防、健康維持・増進
のための支援を受けることができる。また、介護や医
療が必要になった場合には、在宅を基本とした支援を
受けることができる。事業者は、自治体、介護・医療
機関等と連携し、居住者ケアのための仕組みを構築す
る。（三菱総研［2015］，p.8）
⑶　コミュニティ機能
　日本版 CCRCでは、居住者を中心としたコミュニ
ティが形成される。居住者は委員会、自治会、評議会
等の組織に参加し、運営に積極的に関与する。また、
地域との連携により、街づくりにも積極的に関与する。
事業者はこれらのコミュニティ形成を企画、支援する。
　また、日本版 CCRCには、居住者が共同で利用で
きる会議室や図書室、地域住民も利用することができ
るコミュニティ食堂などの空間が備わり、コミュニ
日本版CCRCのもたらす多面的なメリット
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  補 足  日本版CCRC構想について 「日本版CCRC構想」は、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成26年12月27日閣議決定）にて掲げられた主要政策のひとつである。 日本版 CCRC構想有識者会議8にてまとめられた素案では「東京圏をはじめとする高齢者が、自らの希望に応じて地方に移り住み、地域社会において健康でアクティブな生活を送るとともに、医療介護が必要な時には継続的なケアを受けることができるような地域づくり（日本版 CCRC[2015]，p.1）を目指すもの」としている。 また、その意義として、「①高齢者の希望の実現 ②地方へのひとの流れの推進 ③東京圏の高齢化問題への対応」を掲げている。(CCRC[2015]，p.1) 三菱総研[2015]は日本版CCRCのメリットとして、
5つの面を掲げている。 
 日本版CCRC 多面的なメリット 
分野 日本版CCRCによるメリット 
経済面 雇用創出、消費の拡大、税収の増加 
健康面 健康寿命延伸、将来の医療・介護費抑制 
社会活動面 社会参加向上、多世代共生 
街づくり面 ストック活用の街づくり、コンパクトシティの促進 
エネルギー面 省エネルギー化によるエネルギーコスト低減 
出所：三菱総研[2015], p.7，表2 また、三菱総研[2015]は以下の 5点を機能として挙げている。 
(1) 居住機能 日本版 CCRC は、居住者が健康時に入居し、自立した快適な生活を送 ことのできる居住空間を基本とし、事業者による見守りや要介護状態になった時にもできる限り在宅で暮らし続けることが可能となるよう、安心、安全を担保する設備が備わっている。（p.8） 
(2) 健康・医療・介護機能 居住者は、介護予防、認知症予防、健康維持・増進のための支援を受けることができる。また、介護や医療が必要になった場合には、在宅を基本とした支援を受けることができる。事業者は、自治体、介護・医療機関等と連携し、居住者ケアのための仕組みを構築する。（三菱総研[2015], p.8） 
(3) コミュニティ機能 日本版 CCRC では、居住者を中心としたコミュニティが形成される。居住者は委員会、自治会、評議会等の組織に参加し、運営に積極的に関与する。また、地域との連携により、街づくりにも積極的に関与する。事業者はこれらのコミュニティ形成を企画、支援する。 また、日本版 CCRC には、居住者が共同で利用できる会議室や図書室、地域住民も利用することができるコミュニティ食堂などの空間が備わり、コミュニティ形成を促進す （三菱総研[2015], p.8） 
(4) 社会参加機能 居住者には、しごと、ボランティア、生涯学習、子育て支援、学生・留学生のホスト・ファミリー等、多
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ティ形成を促進する。（三菱総研［2015］，p.8）
⑷　社会参加機能
　居住者には、しごと、ボランティア、生涯学習、子
育て支援、学生・留学生のホスト・ファミリー等、多
様な社会参加の機会が設けられている。事業者は、自
治体、地域のNPO、近隣の大学などと連携し、それ
らの機会を創出する。（三菱総研［2015］，p.8）
⑸　多世代共創機能
　日本版 CCRCでは高齢者だけでなく多世代が集い、
共に支え合う仕組みが構築されている。事業者は地域
の特性を踏まえ、高齢者と学生が共に学ぶ、学生がコ
ミュニティでボランティア活動を行うことを条件に安
価な家賃で住まう、高齢者が近隣地域の子育てを担う
など、多世代が参加し、支援し合う機会を設ける。（三
菱総研［2015］，p.8）
　
　「社会参加機能」と「多世代共創機能」の２点から
なる付加機能と、「コミュニティ機能」、「健康・医療・
介護機能」、「居住機能」の３点からなる基礎機能があ
り、これら機能が個々の居住者に適切に提供されるよ
う統合的な推進をする「全体マネジメント機能」を有
する。
　CCRC自体は観光と直接つながりがあるわけではな
い。しかし、地方が少子高齢化と人口流出という問題
に直面している今日、人口の減少が観光への悪影響に
つながることも考えられる。三菱総合研究所［2015］
は「高齢化、人口減少、雇用不安を逆手にとり、アク
ティブな高齢者の健康を保ち生きがいをもたらし、住
み替えや地方への移住を進め、新たな産業と雇用を創
出することで日本が課題先進国から課題解決先進国と
なることができる（三菱総研［2015］，P.7）」と述べ
ている。
　中高年層の定住化への誘致の事例は過去から存在し
ている。Kotler, Haider, Rein［1996］は、「フロリダ
州は80年代に増加した人口の、実に90％が引退した市
民であった。フロリダ州は1985年から90年の間に50億
ドルもの収入増を果たし、アリゾナ州の10億ドルを押
さえて全米トップであった。（p.309）」とアメリカの
事例をあげている9。
　若年層の人口流出を防ぐことも重要であるが、都会
圏に住む中高年層を地域に呼び込むことにも意義があ
ると考える。燕三条の金属製品は、若年層よりも中高
年層に高い知名度がある10。また、燕市では高齢者福
祉サービス事業の充実化を進めており11、地方への移
住を求めている中高年層にとっては魅力的となりえ
る。
　三菱総研［2015］は「元気な高齢者はどんどん増え
ていき、必ずしも大都市志向が強い方ばかりではない。
高齢者の移住では安定した雇用は必須ではない。むし
ろ、地方に豊富にある自然環境や、医療・介護サービ
スの安心感、生きがいややりがいが持てる「しごと」
の存在が重要になることが少なくない。（p.32）」と述
べている。日本版CCRCを参考にし、中高年層を呼び
込み、定住化した人に生きがいとなるものを提案する。
例えば、観光に協力してもらうことが挙げられる。首
都圏で生活していた経験から、地域の人間には思いつ
かないアイデアが生まれるかもしれない。また、燕三
条での再就職は雇用の創出だけでなく、現在、地域が
抱える問題のひとつである後継者不足の解決に寄与す
るものと考えられる。
　
日本版CCRCの機能
10 
様な社会参加の機会が設けられている。事業者は、自治体、地域の NPO、近隣の大学などと連携し、それらの機会を創出する。（三菱総研[2015], p.8） 
(5) 多世代共 機能 日本版 CCRC では高齢者だけでなく多世代が集い、共に支え合う仕組みが構築されている。事業者は地域の特性を踏まえ、高齢者と学生が共に学ぶ、学生がコミュニティでボランティア活動を行うことを条件に安価な家賃で住まう、高齢者が近隣地域の子育てを担うなど、多世代が参加し、支援し合う機会を設ける。（三菱総研[2015], p.8） 
日本版CCRCの機能 
 出所：三菱総合研究所[2015]P.9、図3 
「社会参加機能」と「多世代共創機能」の2点からなる付加機能と、「コミュニティ機能」、「健康・医療・介護機能」、「居住機能」の3点からなる基礎機能があり、これら機能が個々の居住者に適切に提供されるよう統合的な推進をする「全体マネジメント機能」を有する。 
CCRC 自体は観光と直接つながりがあるわけでは
ない。しかし、地方が少子高齢化と人口流出という問題に直面している今日、人口の減少が観光への悪影響につながることも考えられる。三菱総合研究所[2015]は「高齢化、人口減少、雇用不安を逆手にとり、アクティブな高齢者の健康を保ち生きがいをもたらし、住み替えや地方への移住を進め、新たな産業と雇用を創出することで日本が課題先進国から課題解決先進国となることができる（三菱総研[2015], P.7）」と述べている。 中高年層の定住化への誘致の事例は過去から存在している。Kotler, Haider, Rein[1996]は、「フロリダ州は80年代に増加した人口の、実に90％が引退した市民であった。フロリダ州は1985年から90年の間に
50億ドルもの収入増を果たし、アリゾナ州の10億ドルを押さえて全米トップであった。（p.309）」とアメリカの事例をあげている9。 若年層の人口流出を防ぐことも重要であるが、都会圏に住む中高年層を地域に呼び込むことにも意義があると考える。燕三条の金属製品は、若年層よりも中高年層に高い知名度がある10。また、燕市では高齢者福祉サービス事業の充実化を進めており11、地方への移住を求めている中高年層にとっては魅力的となりえる。 三菱総研[2015]は「元気な高齢者はどんどん増えていき、必ずしも大都市志向が強い方ばかりではない。高齢者の移住では安定した雇用は必須ではない。むしろ、地方に豊富にある自然環境や、医療・介護サービスの安心感、生きがいややりがいが持てる「しごと」の存在が重要になることが少なくない。（p.32）」と述べている。日本版CCRCを参考にし、中高年層を呼び込み、定住化した人に生きがいとなるものを提案する。例えば、観光に協力してもらうことが挙げられる。首都圏で生活していた経験から、地域の人間には思いつかないアイデアが生まれるかもしれない。また、燕三条での再就職は雇用の創出だけでなく、現在、地域が抱える問題のひとつである後継者不足の解決に寄与するものと考えられる。 
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４－１　観光振興のあり方と新潟県
　本節では、田村［2009］を要約・引用しつつ、観光
振興策のあり方について論じる。
　新潟県は農業県として稲作が盛んで、長らく米の収
穫量日本一を誇っていた。また、戦前から石油や天然
ガスの産地としても有名だったが、戦後は1964年に新
潟地域が新産業都市に指定され、新潟東港が開港する
など工業も盛んになり、日本海側の中心的な地域とし
て新潟県は発展を続けてきた。（田村［2009］，p.5）
　わが国の現況を巨視眼的に見ると、世界にも類を見
ない急速な少子高齢化が日本全土にさまざまな影響を
及ぼし、医療、福祉、教育そして年金などさまざまな
分野で大胆な改革の推進が回避できなくなっている。
一方、地方では過疎化が進み、集落の維持すら困難に
なっているところもあり、今後より一層高齢化が進む
ことが予想される。
　高齢化率の上昇により、当然に地域の活力低下が心
配される。冠婚葬祭や道路の雪かきなどのさまざまな
コミュニティ活動を地域の住民が助け合い、協力し
合って実施してきたが、若年層の減少と高齢者の増加
はこのような活動の継続を困難にしている。（田村
［2009］，pp.9-10）
　翻って、観光に目を転じれば、2008年に観光庁を発
足させるなど政府は観光客の増加に躍起になってい
る。観光産業はサービス産業の中でも中心的な存在と
なっており、ホテルや旅館のみならず、レストランや
食堂などの飲食業、バスやタクシーなどの運輸業、食
品卸売業などと関連が深く、すそ野の広い産業である。
新潟県は佐渡島や数多くの温泉地を抱え、年間７千万
人以上の観光客が訪れる全国有数の観光地として知ら
れている。また、2009年には新潟県観光立県推進条例
が施行されるなど、新潟県も観光産業の育成に力を入
れている。（田村［2009］，p.14）
　2009年、新潟県では「食」をテーマとした「新潟デ
スティネーションキャンペーン」や、直江兼続が主人
公となるNHKの大河ドラマ「天地人」の放送、1964
年以来45年ぶりに開催された「トキめき新潟国体」、
３年に一度開催されるアートの祭典「大地の芸術祭」
など、新潟を全国にPRする絶好の機会が重なった。（田
村［2009］，p.16）
　観光PRはとても大きな効果をもたらす半面、実態
とずれたものになってしまうと期待してきた観光客を
失望させるだけでなく、口コミなどによって悪いイ
メージが伝わるなどのマイナスの効果になりかねない
のでその内容は吟味が必要である。「ゆかりの地」と
言っているだけの、観光地として整備されていないと
ころは少なくない。長い目で見れば、背伸びしすぎた
観光PRは必ずしもプラスにはならないだろう。（田村
［2009］，pp.20-21）
　食は新潟の観光にとって大きな魅力になるものだ
が、課題もいくつか見え隠れする。全般的に豊富な海
の幸、山の幸に恵まれ、食のレベルとしては全国的に
みても高いものである。新潟の美味しい食べ物を食べ
るためだけに訪れる観光客も少なくない。
　最近ではご当地グルメ、あるいはＢ級グルメなど庶
民的な食が多くの人の関心を呼び、観光の目玉として
期待する地域も増えている。その地の特産品などを素
材に使ったものも多く、地域の文化や歴史を色濃く表
した“ソウルフード”とも言えるようなものばかりだ。
今ではこのようなＢ級グルメを重要な観光資源として
位置づけ、積極的にPRする自治体が増えているが、
新潟県内では必ずしもそのように認知されていないよ
うである。（田村［2009］，pp.22-23）
　観光のターゲットは国内旅行客だけでなく、海外か
らの旅行客にも熱い視線が注がれている。政府の動き
に呼応するかのように、各自治体も海外からの旅行客
を誘致するために積極的な活動を行っている。特に韓
国や台湾、香港といった東アジア地域は、経済発展が
目覚ましく、海外旅行の需要も高まっている。韓国や
４．新潟県県央地域における地域活性化について
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台湾から日本を訪れる旅行客の中には、日本でゴルフ
やスキーを楽しむものも少なくない。その意味では新
潟県にも地の利があるわけだが、東北、北海道などが
強力なライバルとなる。そのため、食などで差別化を
図るなどの戦略が欠かせない。
　新潟県に限った話ではないが、ホテルやレストラン、
交通機関などにおける海外からの観光客の対応には課
題が多い。言葉の面がもっとも大きな問題だが、メ
ニューなど最低限英語版を用意することは単に旅行客
向けだけでなく、外国人住民が増加していることから
も当然対応すべきことである。（田村［2009］，pp.23-
24）
４－２　地域活性化と産学官連携
　河藤［2014］は、1990年代に入るころから地方自治
の分権化への動きに伴い、自治体自らが産業政策の主
体として積極的な取り組みがみられるようになったと
指摘している（河藤［2014］，p.22）。その理由として、
①価値観の多様化に伴う豊かな生活水準に応えるた
め、②少数のリーディング・インダストリーが国の経
済成長を牽引できる時代ではない、③少子高齢化に起
因する高齢者や女性などの労働者は地域経済を支える
構造に変化している点をあげている（河藤［2014］，
p.22）12。
　つづけて、産業政策の基本的な役割は国・地方を問
わず、「地域産業政策においては、地域資源を活用し
た地域企業の活動を促進することが重要であり、……
（中略）……地域の実情に応える特別な役割を担うも
のである（河藤［2014］，p.24）」と指摘している。
　また、河藤［2014］は筧［2002］に依拠して「新し
い地方産業振興策は地域自らの計画により、民間主導
型経済へと転換を図るための地域の比較優位性を生か
した、地域の自立化に貢献する地域内発的発展を図る
ための産業創造政策である。（河藤［2014］，p.25）」
と述べている。
　さらに、伊藤［2004］に依拠した「地域産業が自立
的発展をするためには、産業内部の企業間で競争だけ
でなく協調する意思と行動が地域に埋め込まれ、地域
体質、産業風土として醸成されていることが大切であ
る。」、「自社の強みを認識し、それぞれの強みを連結
することに意義がある」、「異業種交流、多角的連携に
産学公連携を組み合わせていくのであるが、自治体は
その場を設ける役割を果たさなければならない。」と
の意見は当を得たものといえよう。
　つづけて、地域産業政策の有効性を高めるためには、
中心的な役割を担う市町村がその意義や方法について
熟知している必要があるため、地域産業政策の担い手
人材の確保が重要な課題となると指摘している（河藤
［2014］，p.32）。しかし、地域産業政策では、利潤追
求を目的とする企業や産業の振興を、純粋な公共主体
である市町村が実施する。この相反する２つの要素を
内包する政策は、市町村職員にとって理解が容易では
なく、実施手段としての施策やそれを実行するための
組織体制づくりにおいても困難な課題が多い政策分野
であると述べている。（河藤［2014］，p.32）
　周知のとおり、新潟県燕市は金属製品の国内主要産
地である。「燕市の伝統産業である金属製品の製造業
が有する「磨き」を中心とする要素技術は、多くの応
用可能性を内包している。デザインや素材、用途を工
夫することにより高付加価値化を図ることができ、ま
た、異なる分野においてもその技術は広範囲に応用が
可能である。その適用分野の開拓や製品と市場との
マッチングを図ることが燕市の産業の発展には重要で
あり、地域産業政策にはその促進をはかるための事業
手法が求められている（河藤［2014］，p.37）」ため、「地
域住民が自らの地域資源を十分に把握し、地域の優位
性や個性の源泉として最大限活用することが、地域産
業政策を推進するため（河藤［2014］，p.37）」に重要
である。
　よって、「地域産業政策は、地域の文化や風土に応
じた人々のニーズを充足するとともに、国の産業に多
様な発展可能性を提供する。この役割は、生活水準の
向上が進みニーズの多様化と個性化が進む海外市場に
おいても拡大するものと考えられる。そのため、地域
産業政策は、地域・国内・海外のあらゆるステージに
おいて重要性を増していく（河藤［2014］，p.38）」必
要性があろう。
　近時、産学官連携の重要性を声高に唱える風潮が見
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受けられるが、地域経済を動かす原動力は、官や学で
はなく産である。産が生み出した雇用と民の提供する
労働力がリンクし、市場が生まれる。市場の審判者は、
もちろん民である。市場の活性化なくして地域の活性
化はありえぬであろう。その活動を支援するのが官や
学ではなかろうか。官はインフラ整備やさまざまな補
助金などで企業や人を支える。学は知（地）の拠点と
なり、基礎研究や専門的知識、研究実験の場の提供を
するとともに、地域と連携した人材育成および地域に
内在する問題の解決、すなわちソリューションを提供
する。
　よって、各々の役割と責務を明確に分担できるシス
テムの構築が求められよう。
４－３　地域イノベーションが果たす役割について
　近年、日本では地方創生への取り組みが活発になっ
ており、産官学連携やイノベーション創出への関心が
高まっている。
　内田［2012］によれば、2011年度より我が国の施策
として、通称「地域イノベーション戦略支援プログラ
ム」が開始されている。産学連携で地域活性化を目指
す取り組みはこれが最初ではなく、かつてのクラス
ター関連プログラムの後継の意味合いが強いが、前プ
ログラムに比べて、より地域主導であることや、大学
の主体的な役割が期待されている（内田［2012］，p.50）。
　また、観光庁の「観光産業のイノベーション促進事
業」や2015年にローカル・アベノミクスの実現に向け
た「まち・ひと・しごと創生基本方針2015」からわか
るように、地域イノベーションが地方創生だけでなく、
国力にも影響を与えるであろうと注目を集めている。
続けて、地域の抱えるさまざまな問題を解決する糸口
になるであろう「地域イノベーション」が果たす役割
について言及したい。
　ひとつは、地方創生への取り組みである。この点に
ついて、課題の現場である地域住民の乏しい知識や熱
意の低さが地域間で格差を生んでいると考える。
　地域企業の活性化、地域住民の知見を広げて地域の
魅力を再発見してもらうこと、自治体の交通基盤整備
をはじめとした暮らしやすい地域づくりや少子高齢化
対策、大学の地域貢献度向上など、それぞれの役割を
全うして連携していくことで、地域イノベーションが
生まれる環境づくりが進められると考える。
　熊田［2015］は、新潟県三条市の株式会社スノーピー
クを取り上げ、地域イノベーションを創出するための
ネットワーク構築のあり方を次のように述べている。
　スノーピークは地域内の産業集積を活用するネット
ワークを形成し、アーキテクトとして「モノ創り」企
業への転換を果たした地域の革新的企業であった。そ
して、スノーピークの事例で重要な役割を果たしてい
るのは産業集積という地域資源である。スノーピーク
は、燕三条地域が有する強力な金属加工技術を地域の
経営資源として認識し、自社の製造技術の継承にはご
く一部の製品を残すだけに縮小し、スノーピーク本体
は開発能力に自社の経営資源を集中し、製造面では世
界レベルの技術力を有する地元の協力工場を活用し
た。これは開発業務と製造業務における経営資源の「選
択と集中」であり、脱製造業に舵を切る経営戦略であ
る。しかしながら、特有の地域資源が乏しい地域に立
地する製造業では、このような戦略を掲げること自体
が困難となる。
　分業のマネジメントは、商品知識や外部との情報流
通網を保有することが条件であり、製品の明示的情報
または包括的デザイン・ルールを創造するというアー
キテクトとしての存在である。スノーピークは地域イ
ノベーションの三階層をほぼ網羅する体制を取ってい
ることからも、地域イノベーションの代表的な成功事
例といえる。
　「再びイノベーションということが言われるように
なった。イノベーションとは、端的に言えば技術革新、
創造的破壊である。今からちょうど100年前に、経済
学者のシュンペーターが提唱した概念である。ICTを
「戦略的」に活用して、既存の仕組みを見直し、革新（創
造的破壊）していくこと、新結合（新しい組合せ、新
しい組織）を見つけることが重要であり、その取組を
いま展開しなければならない13」との論者の見解は納
得できる。
　限られた地域資源をより有効に活用するために、地
域イノベーションが求められている。地域の歴史の過
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程で育まれたストーリーや独自の技術を観光に活か
し、住みやすい地域づくりを促進することで、観光流
入や定住人口の増加が見込める。
　改めるまでもなく、地域イノベーションによる地方
創生への期待が高まる今、地域住民や地域企業、自治
体、大学の連携にとどまらず、地域間のイベントや近
隣自治体の連携、加えてそれらを効果的に組み合わせ
る「プロジェクト・パッケージ14」も有効であると考
える。
小　括
　現在、長期の景気低迷や人口の減少・少子高齢化問
題等により、地域経済は大きな構造変化の局面を迎え
ている。そのような状況下、2010年６月に、国の成長
戦略のひとつとして「観光立国・地域活性化」戦略が
掲げられた。それは、「観光」の地域に対する高い経
済波及効果、雇用創出効果が期待されているからにほ
かならない。観光産業は国内の幅広い産業に経済効果
をもたらすとともに、多くの雇用が期待できる。
　また、定住人口減少による消費額減少は、旅行消費
額で補うことが可能である。
　観光客の満足度を上げるには、地域のホスピタリ
ティが重要であり、市民の観光に対する意識の醸成や、
現地観光ガイドの育成、情報発信整備などが必要とな
ろう。また、リピーターを獲得するためには、随時、
新鮮な情報の発信と観光資源を体験できる仕掛けづく
りが必要である。
　なにより、事業を進める担当者の熱意が必要不可欠
だ。特に、定期的な人事異動がある自治体や大企業に
おいては、こうした熱意の継承は容易ではないと思わ
れる。この流れを継続するには、いかにして人材を育
成するかが最大の課題だろう。
　まずは、県央地域の住民自らがふるさとの良さを再
発見・再認識し、郷土に対する誇りを持つこと、自分
たちが暮らすまちに愛着を持つこと、交流による地域
力の向上や持続可能な地域づくりに向けて地域・産
業・世代を超えた幅広く恒常的な連携を目指すことが
重要であると考える。 （北澤　記）
むすびにかえて
　新潟経営大学および同大学地域活性化研究所が立地
する県央地域は、日本を代表する世界に冠たる「モノ
づくり」の集積地である。また、環日本海交流の側面
からみても、日本海側唯一の政令指定都市を県庁所在
地とする新潟県における産業と地勢の中心は県央地区
である。当然に、地域産業のさらなる発展は「モノづ
くりの集積地から聖地」へと展開したいものである。
　最後に、ゼミ学生のアウトリーチ（研究成果公開活
動）の成果である発表録を補遺編として「Appendix 
A｣､ ｢Appendix B」に付した。
　Appendix Aにおいては地域住民を中心とした観光
活性を産学官連携してサポートする地域活性化を提唱
している。経営学の切り口からフレームワークを構築
して施策提言の基礎を提言している。いみじくも発表
直後の12月に地方創生に関してベクトルを同じくする
閣議決定がなされているところは着目に値する。
　Appendix Bでは、本稿で共同執筆者が見出したサー
ベイ・論考の成果および別稿（阿部［2015］15）の実
証研究により導出した知見を総括して観光活性が地域
活性化を導く可能性を瀬踏みしたうえで核心に迫る課
題を呈している。
　両Appendixに議論の過程と結論をゆずり、本研究
のターニングポイントとしたい。
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１．現状把握
阿部　彩奈
　2015年３月14日に北陸新幹線が開業します。これに
ともない、新潟県抱えている問題と、開業を間近に控
えた石川県金沢市の取り組み、そして県央地域のあり
うる今後の展開について、わたしたちのゼミ活動をと
おした調査・研究と議論の成果について発表させてい
ただきます。
　
　まず、新潟県を軸とした現状把握について「交通」
と「観光」の視点から報告します。
　（北陸新幹線開業前の）現在、東京と金沢間をアク
セスする場合、越後湯沢まで上越新幹線を利用し、続
いて北越急行の「ほくほく線」と「北陸本線」の相互
乗り入れで越後湯沢と金沢を直通で結ぶ特急「はくた
か」に乗り換えます。所要時間は、約３時間50分です
が、北陸新幹線開通によって速達タイプの場合だと１
時間30分程短縮されて約２時間半で移動できるように
なります。
　気になる新潟県内の停車駅ですが、現時点のＪＲ東
日本・ＪＲ西日本のプレスリリースによると、速達対
応の停車はなく、上越妙高駅、糸魚川駅への停車が、
東京～金沢間の直通列車で往復14本、長野～金沢間の
直通列車で往復１本と公表されています。東京から上
越・北陸地方へアクセスする際に乗り換え不要である
ことを考慮すれば、利便性は飛躍的に向上することに
なります。
　こちらの上越新幹線の１日平均乗車人数のスライド
をご覧ください。このグラフから、３つの特徴が読み
取れます。
　１点目として、高崎～熊谷間は定期利用者が多いと
ころがあげられます。これはおそらく、通勤に新幹線
を利用している方が多いからだと考えられます。
　ついで、越後湯沢では定期外の利用客が多く占めて
いる点も指摘できます。先ほども述べたように、ほく
ほく線を利用し上越・北陸方面に乗り換える利用客が
多数を占めていることが考えられます。北越急行が発
表したほくほく線の１日平均利用客6,900人を、平均
新幹線利用客7,106人から差し引けば、実際の越後湯
沢への利用客というのは平均119人で、定期利用客数
と足し合わせても平均で200人足らずにとどまってい
ることがわかります。
　最後に、浦佐、長岡、燕三条と新潟までの利用者は、
ビジネスや観光などの利用が多いことが予想されます
　こうしてみると、上越新幹線の利用形態がはっきり
と３つに分類できることがわかります。
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1 点目として、高崎～熊谷間は定期利用者が多いところがあげられます。これはおそらく、通勤に新幹線を利用している方が多いからだと考えられます。 ついで、越後湯沢では定期外の利用客が多く占めている点も指摘できます。先ほども述べたように、ほくほく線を利用し上越・北陸方面に乗り換える利用客が多数を占めていることが考えられます。北越急行が発表したほくほく線の１日平均利用客6,900人を、平均新幹線利用客7,106人から差し引けば、実際の越後湯沢への利用客というのは平均119人で、定期利用客数と足し合わせても平均で200人足らずにとどまっていることがわかります。 最後に、浦佐、長岡、燕三条と新潟までの利用者は、ビジネスや観光などの利用が多いことが予想されます こうしてみると、上越新幹線の利用形態がはっきりと３つに分類できることがわかります。 
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いうことは、私たち自身から地域の観光資源を外部の方へ発信することができないということになります。 観光を作るというのは、地域の人々の協力が必要不可欠だと考えます。こういったところでは、県央地域というのはまだまだ観光について「のびしろ」があるのではないかと考えます。 こうした点を踏まえ、新潟と同じく日本海側の中心都市であって、新幹線開業を間近に控え、同じ「モノづくり」という共通点のある「金沢の観光への取り組み方」を比較対象に取り上げたいと思います。 続けて植木が発表します。 
2.事例研究 
植木雅樹 
わたしたちは、去る10月31日と11月1日の両日にわたり、石川県金沢市で取材・調査を行いました。この結果と、従前からのサーベイにもとづき金沢と県央地域との観光の比較を報告します。 
比較対象に金沢を選定した理由は、北陸新幹線開業を控えていることと、新潟と金沢は本州日本海側の主要都市であるという観点からです。 金沢の観光のルーツを探ると、「百工比照（ひゃっこうひしょう）」と「天下の書府」という２つのキーワードにたどり着きます。 金沢は、前田利家公の金沢城への入城以降、大名主導による武家社会を中心にまちづくりが進められてきました。その中でも、五代目藩主の綱紀公は、特に工芸技術、学問、文芸に力をいれました。 全国各地から集められた工芸品のコレクションが「百工比照」です。金沢城内に設けられた「御細工所（おさいくしょ）」で、自身が集めた全国の工芸コレクションについて研究させました。 
現在、金沢に数多く存在するこれらの伝統工芸は綱紀が集めた工芸品の技術をもとに独自の発展を遂げたものです。ここで培ったノウハウを町人にも教えることで藩経済の振興を促したところが歴代藩主の中でも名君といわれる所以でしょう。 現在では、多くの工芸品が存在する金沢を「クラフト都市」と銘打ち、2009年にはユネスコが定める「創造都市未来ネットワーク」のクラフト分野に世界で初めて登録されるなど、自他ともに認める国際的なクラフト都市に発展しています。 現在、金沢はこれらの工芸品をもとにした体験型観光を積極的に行っています。 また、綱紀公はたいへん多くの書物を集めました。この結果、儒学者新井白石に「加州（加賀）は天下の書府なり」と賞賛したことは有名な逸話です。 
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　実際のところ首都圏を往復する新幹線を必要として
いるのは、新潟～浦佐の駅を使う人たちが純粋な利用
者として絞りこまれます。
　これまでみたように、北陸新幹線の開業により、上
越以西へのアクセスには越後湯沢経由の乗り換えは不
要になります。同じく、高崎までの通勤という用途に
ついても、北陸新幹線（実質、長野新幹線の増便分）
も選択肢に入ります。東北新幹線が合流する大宮から
東京間のボトルネック現象が問題になるため、北陸新
幹線の増便分をどこかで調整する必要があります。つ
まり、今後は上越新幹線減便の懸念がにわかに現実を
帯びています。減便によるビジネスへの影響として、
県内経済の停滞が心配されます。
　引き続き、年間の観光客数の比較から観光への影響
を考えましょう。
　比較対象は同じ北陸新幹線沿線である、富山県、石
川県です。新潟県には約7,160万人の観光客が訪れて
います。新潟県には、富山・石川両県とくらべて格段
に観光客入り込み数が多いことがわかります。土地の
広さも関係していると思いますが、新潟県は決して観
光客が少ないわけではありません。
　先ほどの新幹線の県内の１日の平均乗車人数に365
を掛けて7,160万人から差し引いてみると、新潟県に
は単純に年間531万人が、新幹線を利用して観光やビ
ジネスで訪れている計算になります。ということは、
新幹線が減便されたとしても、新潟の観光にはさほど
影響は及ばないのではないか、という仮説が成り立ち
ます。
　現在、長期の景気低迷や人口の減少・少子化問題等
により、地球経済は大きな構造変化の局面を迎えてい
ます。そのような状況下で、2010年６月に国の成長戦
略として「観光立国・地域活性化」戦略が掲げられま
した。それは「観光」の地域に対する高い経済波及効
果、雇用創出効果が期待されているからになりません。
　ここで、お手元の参考資料にある、県央地域の観光
別の観光客数の統計をご覧ください。ここでは、観光
別に見ることで県央地域ではどこが強みになっている
のかが明確に理解できます。
　たとえば、弥彦村は自然、歴史・文化、三条市であ
れば都市型観光が強みであるとみることができます。
　私自身、県央の在住者ですが、この統計を見たとき
に驚きました。県央地域にはこれほどたくさんの観光
資源が存在していたのだと改めて知りました。私も含
めてですが、おそらく、地域の観光資源を知らない人
はたくさんいるのではないかと思います。知らないと
いうことは、私たち自身から地域の観光資源を外部の
方へ発信することができないということになります。
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実際のところ首都圏を往復する新幹線を必要としているのは、新潟～浦佐の駅を使う人たちが純粋な利用者として絞りこまれます。 これまでみたように、北陸新幹線の開業により、上越以西へのアクセスには越後湯沢経由の乗り換えは不要になります。同じく、高崎までの通勤という用途についても、北陸新幹線（実質、長野新幹線の増便分）も選択肢に入ります。東北新幹線が合流する大宮から東京間のボトルネック現象が問題になるため、北陸新幹線の増便分をどこかで調整する必要があります。つまり、今後は上越新幹線減便の懸念がにわかに現実を帯びています。減便によるビジネスへの影響として、県内経済の停滞が心配されます。 
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たとえば 弥彦村は自然、歴史・文化、三条市であれば都市型観光が強みであるとみることができます。 私自身、県央の在住者ですが、この統計を見たときに驚きました。県央地域にはこれほどたくさんの観光資源が存在していたのだと改めて知りました。私も含めてですが、おそらく、地域の観光資源を知らない人はたくさんいるのではないかと思います。知らないと
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　観光を作るというのは、地域の人々の協力が必要不
可欠だと考えます。こういったところでは、県央地域
というのはまだまだ観光について「のびしろ」がある
のではないかと考えます。
　こうした点を踏まえ、新潟と同じく日本海側の中心
都市であって、新幹線開業を間近に控え、同じ「モノ
づくり」という共通点のある「金沢の観光への取り組
み方」を比較対象に取り上げたいと思います。
　続けて植木が発表します。
２．事例研究
植木　雅樹
　わたしたちは、去る10月31日と11月１日の両日にわ
たり、石川県金沢市で取材・調査を行いました。この
結果と、従前からのサーベイにもとづき金沢と県央地
域との観光の比較を報告します。
　比較対象に金沢を選定した理由は、北陸新幹線開業
を控えていることと、新潟と金沢は本州日本海側の主
要都市であるという観点からです。
　金沢の観光のルーツを探ると、「百工比照（ひゃっ
こうひしょう）」と「天下の書府」という２つのキーワー
ドにたどり着きます。
　金沢は、前田利家公の金沢城への入城以降、大名主
導による武家社会を中心にまちづくりが進められてき
ました。その中でも、五代目藩主の綱紀公は、特に工
芸技術、学問、文芸に力をいれました。
　全国各地から集められた工芸品のコレクションが
「百工比照」です。金沢城内に設けられた「御細工所（お
さいくしょ）」で、自身が集めた全国の工芸コレクショ
ンについて研究させました。
　現在、金沢に数多く存在するこれらの伝統工芸は綱
紀が集めた工芸品の技術をもとに独自の発展を遂げた
ものです。ここで培ったノウハウを町人にも教えるこ
とで藩経済の振興を促したところが歴代藩主の中でも
名君といわれる所以でしょう。
　現在では、多くの工芸品が存在する金沢を「クラフ
ト都市」と銘打ち、2009年にはユネスコが定める「創
造都市未来ネットワーク」のクラフト分野に世界で初
めて登録されるなど、自他ともに認める国際的なクラ
フト都市に発展しています。
　現在、金沢はこれらの工芸品をもとにした体験型観
光を積極的に行っています。
　また、綱紀公はたいへん多くの書物を集めました。
この結果、儒学者新井白石が「加州（加賀）は天下の
書府なり」と賞賛したことは有名な逸話です。
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いうことは、私たち自身から地域の観光資源を外部の方へ発信することができないということになります。 観光を作るというのは、地域の人々の協力が必要不可欠だと考えます。こういったところでは、県央地域というのはまだまだ観光について「のびしろ」があるのではないかと考えます。 こうした点を踏まえ、新潟と同じく日本海側の中心都市であって、新幹線開業を間近に控え、同じ「モノづくり」という共通点のある「金沢の観光への取り組み方」を比較対象に取り上げたいと思います。 続けて植木が発表します。 
2.事例研究 
植木雅樹 
わたしたちは、去る10月31日と11月1日の両日にわたり、石川県金沢市で取材・調査を行いました。この結果と、従前からのサーベイにもとづき金沢と県央地域との観光の比較を報告します。 
比較対象に金沢を選定した理由は、北陸新幹線開業を控えていることと、新潟と金沢は本州日本海側の主要都市であるという観点からです。 金沢の観光のルーツを探ると、「百工比照（ひゃっこうひしょう）」と「天下の書府」という２つのキーワードにたどり着きます。 金沢は、前田利家公の金沢城への入城以降、大名主導による武家社会を中心にまちづくりが進められてきました。その中でも、五代目藩主の綱紀公は、特に工芸技術、学問、文芸に力をいれました。 全国各地から集められた工芸品のコレクションが「百工比照」です。金沢城内に設けられた「御細工所（おさいくしょ）」で、自身が集めた全国の工芸コレクションについて研究させました。 
現在、金沢に数多く存在するこれらの伝統工芸は綱紀が集めた工芸品の技術をもとに独自の発展を遂げたものです。ここで培ったノウハウを町人にも教えることで藩経済の振興を促したところが歴代藩主の中でも名君といわれる所以でしょう。 現在では、多くの工芸品が存在する金沢を「クラフト都市」と銘打ち、2009年にはユネスコが定める「創造都市未来ネットワーク」のクラフト分野に世界で初めて登録されるなど、自他ともに認める国際的なクラフト都市に発展しています。 現在、金沢はこれらの工芸品をもとにした体験型観光を積極的に行っています。 また、綱紀公はたいへん多くの書物を集めました。この結果、儒学者新井白石に「加州（加賀）は天下の書府なり」と賞賛したことは有名な逸話です。 
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実際のところ首都圏を往復する新幹線を必要としているのは、新潟～浦佐の駅を使う人たちが純粋な利用者として絞りこまれます。 これまでみたように、北陸新幹線の開業により、上越以西へのアクセスには越後湯沢経由の乗り換えは不要になります。同じく、高崎までの通勤という用途についても、北陸新幹線（実質、長野新幹線の増便分）も選択肢に入ります。東北新幹線が合流する大宮から東京間のボトルネック現象が問題になるため、北陸新幹線の増便分をどこかで調整する必要があります。つまり、今後は上越新幹線減便の懸念がにわかに現実を帯びています。減便によるビジネスへの影響として、県内経済の停滞が心配されます。 
引き続き、年間の観光客数の比較から観光への影響を考えましょう。 
比較対象は同じ北陸新幹線沿線である、富山県、石川県です。新潟県には約7,160万人の観光客が訪れています。新潟県には、富山・石川両県とくらべて格段
に観光客入り込み数が多いことがわかります。土地の広さも関係していると思いますが、新潟県は決して観光客が少ないわけではありません。 先ほどの新幹線の県内の1日の平均乗車人数に365を掛けて7,160万人から差し引いてみると、新潟県には単純に年間531万人が、新幹線を利用して観光やビジネスで訪れている計算になります。ということは、新幹線が減便されたとしても、新潟の観光にはさほど影響は及ばないのではないか、という仮説が成り立ちます。 現在、長期の景気低迷や人口の減少・少子化問題等により、地球経済は大きな構造変化の局面を迎えています。そのような状況下で、2010 年 6 月に国の成長戦略として「観光立国・地域活性化」戦略が掲げられました。それは「観光」の地域に対する高い経済波及効果、雇用創出効果が期待されているからになりません。 ここで、お手元の参考資料にある、県央地域の観光別の観光客数の統計をご覧ください。ここでは、観光別に見ることで県央地域ではどこが強みになっているのかが明確に理解できます。 
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さて、ひととおり金沢の観光を概観したところで、県央地域との比較をしてみましょう。 県央と金沢は、「モノづくり」という点で共通しています。両者を比較すると、金沢は美術工芸品の側面が強く、県央の場合は生活に密着した日用品のモノづくりに長けている点で違いがあります。よって、両者の得意とする領域が異なり、いずれかに優劣をつけることはできません。そして、忘れてはならないことは、県央は新潟県はおろか日本を代表するモノづくりの集積地であることです。ここ県央地域には、クラフトツ―リズムをより発展させるべく観光資源を有しています。県央が新潟の観光の中心になることも不可能ではありません。県央は、産業面、地勢面でも新潟の中心です。これを機に、県央の観光の棚卸しを図る必要があると考えます。 
3.施策提言 
北澤杏奈 
地域の活性化は一朝一夕には成しえません。しかし、
何もせずに手をこまねいているわけにもまいりません。地域活性化を観光に見出すならば、より一層魅力的なまちづくりを促進するための取り組みとして、いわゆるハコモノに代表されるハードを作るのもひとつの手です。しかし、施設の建設費や時間と人員の捻出などには非常に手間がかかってしまいます。ことに問題となるのは、その投資に対する効果に見合ったリターンを確実に得られる保証がないことです。 加えて、地域住民からコンセンサス（含意）が得られない事業を推し進める結果、時として地域住民からの支持を失うだけでなく、これまで築いてきた地域ブランドさえも喪失するリスクもあります。 今回私たちは、本ゼミ発表の統一論題である「県央の観光と～地域づくり北陸新幹線開業を控えて～」に合わせて、現在の県央地域が北陸新幹線開業を契機として取り組むべき施策を検討しました。 もとより、私たちの共通認識は、新しい観光施設を創り出すことではありません。地域が有する観光資源を見直し、民間企業と官公庁と大学がそれぞれの立場だからこそ発揮できる「力」をもって地域住民をサポートし、地域住民自らが観光の活性化活動に乗り出し、ひいては地域活性化に結びつく仕掛け作りが必要だと考えました。 
そこで、わたしたちは観光の活性を図るべく提案を検討する前段階で、施策の条件、つまりわたしたちの議論の拠りどころとなる3つのコンセプトを取り決めました。 
1つ目は、「実効性」です。ひとつの事業に費やすこ
　さらに、金沢は多くの文化人を輩出しています。明
治から昭和にかけて活躍した作家でいわゆる「金沢の
三文豪」と称される「泉鏡花」、「徳田秋声」、「室生犀
星」らの記念館を観光施設として建てています。また、
世界的な哲学者「西田幾多郎」、「鈴木大拙」の旧制第
四高等学校のつながりなど、これら偉人たちの学びの
地と関連づけて観光に一役買わせています。後付けと
はとれるものの、天下の書府から現在の「学都金沢」
まで、言わずとも一連のストーリー自然にイメージで
きます。
　このほか、金沢は地震や空襲による被災のない都市
です。このため、震災、戦災の被害を経験した新潟と
異なり、古い文化的建造物が現存している点も観光地
として大きな魅力となっています。反面、観光中心地
である市街地住民は重要文化財保護の立場から個人の
都合で家を自由に改修できなかったり、道幅の拡張が
できないため生活居住区としては不便が残っていま
す。このため、市街地が過疎高齢化が進み、「買い物
難民」やの問題を有している実態もあります。
　しかし、金沢の観光は実に戦略的です。
　北陸新幹線開業に合わせて整備されているＪＲ金沢
駅「もてなしドーム」は天井がガラスばりで、雨や雪
の多い金沢で駅を降り立った人に傘を差し出す「もて
なしの心」を表現した全天候型の駅前広場です。なに
よりも、伝統能「加賀宝生」で使用される鼓をイメー
ジした「鼓門」は金沢の玄関口としてインパクトがあ
ります。
　スライド向かって左側は、金沢の中心から離れた「ひ
がし茶屋街」、右側は市内の中心部にある「21世紀美
術館」です。「21美の奇跡」として全国的に有名な新
しい美術館の成功モデルです。これら、歴史的な街並
みと近未来的かつアーティスティックな建造物が有機
的に融合して、なにかしら不思議な空間が金沢の特徴
ともいえます。
　総じて、作られた観光地のようではあるが、歴史作
家の童門冬二さんの言葉を借りれば、「金沢は観光都
市ではなく、文化都市である」と金沢市民は誇りにし
ています。
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このほか、金沢は地震や空襲による被災のない都市です。このため、震災、戦災の被害を経験した新潟と異なり、古い文化的建造物が現存している点も観光地として大きな魅力となっています。反面、観光中心地である市街地住民は重要文化財保護の立場から個人の都合で家を自由に改修できなかったり、道幅の拡張ができないため生活居住区としては不便が残っています。このため、市街地が過疎高齢化が進み、「買い物難民」や 問題を有している実態もあります。 
しかし、金沢の観光は実に戦略的です。 北陸新幹線開業に合わせて整備されている JR金沢駅「もてなしドーム」は天井がガラスばりで、雨や雪の多い金沢で駅を降り立った人に傘を差し出す「もてなしの心」を表現した全天候型の駅前広場です。なによりも、伝統能「加賀宝生」で使用される鼓をイメージした「鼓門」は金沢の玄関口としてインパクトがあります。 
スライド向かって左側は、金沢の中心から離れた「ひがし茶屋街」、右側は市内の中心部にある「21世紀美術館」です。「21美の奇跡」として全国的に有名な新しい美術館の成功モデルです。これら、歴史的な街並みと近未来的かつアーティスティックな建造物が有機的に融合して、なにかしら不思議な空間が金沢の特徴ともいえます。 総じて、作られた観光地のようではあるが、歴史作家の童門冬二さんの言葉を借りれば、「金沢は観光都市ではなく、文化都市である」と金沢市民は誇りにしています。 
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さらに、金沢は多くの文化人を輩出しています。明治から昭和 かけて活躍した作家でいわゆる「金沢の三文豪」と称される「泉鏡花」、「徳田秋声」、「室生犀星」らの記念館を観光施設として建てています。また、世界的な哲学者「西田幾多郎」、「鈴木大拙」の旧制第四高等学校のつながりなど、これら偉人たちの学びの地と関連づけて観光に一役買わせています。後付けとはとれるものの、天下の書府から現在の「学都金沢」まで、言わずとも一連のストーリー自然にイメージできます。 
このほか、金沢は地震や空襲による被災のない都市です。 ため 震災、戦災の被害を経験した新潟と異なり、古い文化的建造物が現存している点も観光地として大きな魅力となっています。反面、観光中心地である市街地住民は重要文化財保護の立場から個人の都合 家を自由に改修できなかったり、道幅の拡張ができないため生活居住区としては不便が残っています。このため、市街地が過疎高齢化が進み、「買い物難民」やの問題を有している実態もあります。 
しかし、金沢の観光は実に戦略的です。 北陸新幹線開業に合わせて整備されている JR金沢駅「もてなしドーム」は天井がガラスばりで、雨や雪の多い金沢で駅を降り立った人に傘を差し出す「もてなし 心」を表現した全天候型の駅前広場です。なによりも、伝統能「加賀宝生」で使用される鼓をイメージした「鼓門」は金沢の玄関口としてインパクトがあります。 
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　さて、ひととおり金沢の観光を概観したところで、
県央地域との比較をしてみましょう。
　県央と金沢は、「モノづくり」という点で共通して
います。両者を比較すると、金沢は美術工芸品の側面
が強く、県央の場合は生活に密着した日用品のモノづ
くりに長けている点で違いがあります。よって、両者
の得意とする領域が異なり、いずれかに優劣をつける
ことはできません。そして、忘れてはならないことは、
県央は新潟県はおろか日本を代表するモノづくりの集
積地であることです。ここ県央地域には、クラフトツ
―リズムをより発展させるべく観光資源を有していま
す。県央が新潟の観光の中心になることも不可能では
ありません。県央は、産業面、地勢面でも新潟の中心
です。これを機に、県央の観光の棚卸しを図る必要が
あると考えます。
３．施策提言
北澤　杏奈
　地域の活性化は一朝一夕には成しえません。しかし、
何もせずに手をこまねいているわけにもまいりませ
ん。地域活性化を観光に見出すならば、より一層魅力
的なまちづくりを促進するための取り組みとして、い
わゆるハコモノに代表されるハードを作るのもひとつ
の手です。しかし、施設の建設費や時間と人員の捻出
などには非常に手間がかかってしまいます。ことに問
題となるのは、その投資に対する効果に見合ったリ
ターンを確実に得られる保証がないことです。
　加えて、地域住民からコンセンサス（含意）が得ら
れない事業を推し進める結果、時として地域住民から
の支持を失うだけでなく、これまで築いてきた地域ブ
ランドさえも喪失するリスクもあります。
　今回私たちは、本ゼミ発表の統一論題である「県央
の観光と～地域づくり北陸新幹線開業を控えて～」に
合わせて、現在の県央地域が北陸新幹線開業を契機と
して取り組むべき施策を検討しました。
　もとより、私たちの共通認識は、新しい観光施設を
創り出すことではありません。地域が有する観光資源
を見直し、民間企業と官公庁と大学がそれぞれの立場
だからこそ発揮できる「力」をもって地域住民をサポー
トし、地域住民自らが観光の活性化活動に乗り出し、
ひいては地域活性化に結びつく仕掛け作りが必要だと
考えました。
　そこで、わたしたちは観光の活性を図るべく提案を
検討する前段階で、施策の条件、つまりわたしたちの
議論の拠りどころとなる３つのコンセプトを取り決め
ました。
　１つ目は、「実効性」です。ひとつの事業に費やす
ことができる費用や場所、時間には限りがあります。20 
さて、ひととおり金沢の観光を概観したところで、県央地域との比較をしてみましょう。 県央と金沢は、「モノづくり」という点で共通しています。両者を比較すると、金沢は美術工芸品の側面が強く、県央の場合は生活に密着した日用品のモノづくりに長けている点で違いがあります。よって、両者の得意とする領域が異なり、いずれかに優劣をつけることはできません。そして、忘れてはならないことは、県央は新潟県はおろか日本を代表するモノづくりの集積地であることです。ここ県央地域には、クラフトツ―リズムをより発展させるべく観光資源を有しています。県央が新潟の観光の中心になることも不可能ではありません。県央は、産業面、地勢面でも新潟の中心です。これを機に、県央の観光の棚卸しを図る必要があると考えます。 
3.施策提言 
北澤杏奈 
地域の活性化は一朝一夕には成しえません。しかし、
何もせずに手をこまねいているわけにもまいりません。地域活性化を観光に見出すならば、より一層魅力的なまちづくりを促進するための取り組みとして、いわゆるハコモノに代表されるハードを作るのもひとつの手です。しかし、施設の建設費や時間と人員の捻出などには非常に手間がかかってしまい す。ことに問題となるのは、その投資に対する効果に見合ったリターンを確実に得られる保証がないことです。 加えて、れない事業の支持を失ランドさえ  今回私たの観光と～地域づくり北陸新幹線開業を控えて～」に合わせて、現在の県央地域が北陸新幹線開業を契機として取り組むべき施策を検討しました。 もとより、私たちの共通認識は、新しい観光施設を創り出すことではありません。地域が有する観光資源を見直し、民間企業と官公庁と大学がそれぞれの立場だからこそ発揮できる「力」をもって地域住民をサポートし、地域住民自らが観光の活性化活動に乗り出し、ひいては地域活性化に結びつく仕掛け作りが必要だと考えました。 
そこで、わたしたちは観光の活性を図るべく提案を検討する前段階で、施策の条件、つまりわたしたちの議論の拠りどころとなる3つのコンセプトを取り決めました。 
1つ目は、「実効性」です。ひとつの事業に費やすこ
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さらに、金沢は多くの文化人を輩出しています。明治から昭和にかけて活躍した作家でいわゆる「金沢の三文豪」と称される「泉鏡花」、「徳田秋声」、「室生犀星」らの記念館を観光施設として建てています。また、世界的な哲学者「西田幾多郎」、「鈴木大拙」の旧制第四高等学校のつながりなど、これら偉人たちの学びの地と関連づけて観光に一役買わせています。後付けとはとれるものの、天下の書府から現在の「学都金沢」まで、言わずとも一連のストーリー自然にイメージできます。 
このほか、金沢は地震や空襲による被災のない都市です。このため、震災、戦災の被害を経験した新潟と異なり、古い文化的建造物が現存している点も観光地として大きな魅力となっています。反面、観光中心地である市街地住民は重要文化財保護の立場から個人の都合で家を自由に改修できなかったり、道幅の拡張ができないため生活居住区としては不便が残っています。このため、市街地が過疎高齢化が進み、「買い物難民」やの問題を有している実態もあります。 
しかし、金沢の観光は実に戦略的です。 北陸新幹線開業に合わせて整備されている JR金沢駅「もてなしドーム」は天井がガラスばりで、雨や雪の多い金沢で駅を降り立った人に傘を差し出す「もてなしの心」を表現した全天候型の駅前広場です。なによりも、伝統能「加賀宝生」で使用される鼓をイメージした「鼓門」は金沢の玄関口としてインパクトがあります。 
スライド向かって左側は、金沢の中心から離れた「ひがし茶屋街」、右側は市内の中心部にある「21世紀美術館」です。「21美の奇跡」として全国的に有名な新しい美術館の成功モデルです。これら、歴史的な街並みと近未来的かつアーティスティックな建造物が有機的に融合して、なにかしら不思議な空間が金沢の特徴ともいえます。 総じて、作られた観光地のようではあるが、歴史作家の童門冬二さんの言葉を借りれば、「金沢は観光都市ではなく、文化都市である」と金沢市民は誇りにしています。 
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より効率よく資源を活用するために、現実的に実現可
能であることが重要です。また、導入した施策が実を
結ばなくては意味がありません。十分な効果が期待で
きるものではければなりません。
　２つ目は、「理解容易」であることです。まず、な
にを目的にどんなことをするのか、わかりやすいもの
でなければなりません。
　また、参加者が、事業のもたらすさまざまな効果が
参加者自身や地域にとってどのように良い影響を与え
てくれるのかを理解することで、より深い関心を抱か
せることが可能になります。
　３つ目は、「継続性」です。一瞬だけの話題性や経
済効果があったとしても、それが長期的な展望に立っ
てみれば必ずしも地域活性化につながるとはいえませ
ん。恒常的かつ持続的に効果が得られるものでなけれ
ばならないと考えます。
　これら３つのコンセプトを踏まえたうえで、施策を
検討しました。
　しばしば、思考の過程では「フレームワーク」が用
いられます。
　有名なところで、「AIDMA」というフレームワー
クがあります。同フレームワークは、広告宣伝におけ
る消費者の行動プロセスを「Attention（注意）」、
「Interest（関心）」、「Desire（欲求）」、「Memory（記
憶 ）」、「Action（ 行 動 ）」 の ５ つ で 構 成 し て お り、
Attentionを「認知段階」、Interest・Desire・Memory
を「感情段階」、Actionを「行動段階」と区別してい
ます。
　AIDMAに 独 自 の 改 良 を 加 え た も の と し て、
「AISAS」があります。広告代理店の「電通」が提唱
するモデルで、今日のインターネット社会に対応すべ
く、消費者に影響を与える要素を考慮したフレーム
ワークです。「Attention（注意）」、「Interest（関心）」、
「Search（検索）」、「Action（行動）」、「Share（共有）」
の５つで構成されており、アクションを終えた後、共
有というクチコミによる伝搬を考えているところが特
徴です。
　わたしたちは、これらのフレームワークを参考に今
回の提言の検討に合わせたエレメント（構成要素）を
アレンジし、独自のフレームワークを考案しました。
　今回わたしたちが導いたモデルは、「認識」、「興味」、
「欲求」、「記憶」、「行動」に、これら５つを「反復」
する６つのエレメントから構成されています。地域住
民の心理状況に合わせて具体的な施策を、どのような
期待効果に向けて行うのかを示すことが重要だと考え
ました。
　それでは、このフレームワークに、現在の県央地域
の状況を当てはめ、施策を考えていきましょう。
　まずは「認識段階」です。県央地域住民は地域の資
源をあまりよく認識していないのではないでしょう
か。そこで地域資源の広告宣伝を自治体中心に行いま
す。それによって地域資源が地域住民に認知されます。
　「興味段階」では、そもそも地域住民が地域の資源
や取り組みに興味がないという状況があります。その
人々に興味関心を抱かせるため広報に力を入れたり、
小学生や中学生のうちから地域資源に興味を持つよう
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とができる費用や場所、時間には限りがあります。より効率よく資源を活用するために、現実的に実現可能であることが重要です。また、導入した施策が実を結ばなくては意味がありません。十分な効果が期待できるものではければなりません。 
2つ目は、「理解容易」であることです。まず、なにを目的にどんなことをするのか、わかりやすいものでなければなりません。 また、参加者が、事業のもたらすさまざまな効果が参加者自身や地域にとってどのように良い影響を与えてくれるのかを理解することで、より深い関心を抱かせることが可能になります。 
3つ目は、「継続性」です。一瞬だけの話題性や経済効果があったとしても、それが長期的な展望に立ってみれば必ずしも地域活性化につながるとはいえません。恒常的かつ持続的に効果が得られるものでなければならないと考えます。 これら3つのコンセプトを踏まえたうえで、施策を検討しました。 
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に教育カリキュラムに地域に根ざした活動を取り入れ
ます。こうすることで、児童・生徒層の興味を育み、
多くの人々の地域資源への関心を促すことにつながり
ます。
　「欲求段階」では、地域資源以外のものに魅力を感じ、
興味をもつことがあげられます。それに対し、地域に
にぎわいを創出する施策を行うことで地域への関心を
取り戻し、地域のイベントなどに参加する動機付けと
なるようまち全体で雰囲気を作ります。
　「持続段階」では、地域資源についての学習や体験
が一過性のものであるとせっかくつくった機会が無駄
になってしまいます。そこで、学習体験の機会を定期
的に高い頻度で提供することにより、イベントなどの
参加者やリピーターを増やすことにつながります。
　「行動段階」では、イベントなどの情報を知らない
人や興味がない人の足が出向かないこと、イベント機
会が少なすぎること、参加するメリットが感じられな
いため行く理由がないなどがあげられます。せっかく
自治体などが企画しお金をかけたイベントであって
も、参加者の増加が見られなければイベントの範囲や
規模を拡大することは困難です。そこで我々が提案す
るのが「地域スタンプラリー」の実施です。
　ここで強調したい点は、県央５市町村が連携して実
施する広域圏のスタンプラリーだということです。互
いの観光資源の弱みを補完する弱点強化戦略と、互い
の強みをより増強させる積極化戦略が施せることで
す。
　現有する地域資源を活用するスタンプラリーは、地
域住民自ら実際に足を運んで体験することで、今まで
意識していなかった地域資源を再発見できます。また、
家族や友達と参加したり、参加者同士やイベントス
タッフとの交流も生まれ、世代や地域を越えたふれあ
いによる、活き活きとした雰囲気が生まれます。
　スタンプラリーは、こどもからお年寄りまで、さま
ざまな方に気軽に参加してもらいやすいため、参加の
動機付けが容易だというメリットもあります。
　また、行政上の境界をまたぐスタンプラリーにする
ことで、縦糸に横糸が通ります。この結果、他の地域
や次のイベントへの興味関心が自然に生まれ、自治体
が配布するイベントカレンダーにも自然と目を通す機
会が増えます。これにより、地域住民は継続的に地域
の行事に参加することになります。同時に、活動を楽
しみに来場する参加者の増加も見込めます。
　これら５つの段階を繰り返し「反復」することで、
学習能力を高めながら、より対象範囲拡大が可能にな
るため、地域の学習と再発見を繰り返しながら地域活
性化につながる仕組みができ上がります。
　最終的には、「地域住民」が主体となりそれを「産・
学・官」がサポートする体系が形成されます。
　このように施策の検討を進めると、もうひとつの
キーワードが見えてきました。
　それは、ボランティアやNPOなどの地域愛を持つ
人々の自主的な活動です。ボランティアは、学生の教
育機会や高齢者の生きがい創出にもつながります。ボ
ランティアに参加してもらうことで、参加者にも地域
資源の存在意義や活用方法を認識してもらう絶好の機
会になります。
22 
小学生や中学生のうちから地域資源に興味を持つように教育カリキュラムに地域に根ざした活動を取り入れます。こうすることで、児童・生徒層の興味を育み、多くの人々の地域資源への関心を促すことにつながります。 「欲求段階」では、地域資源以外のものに魅力 感じ、興味をもつことがあげられます。それに対し、地域ににぎわいを創出する施策を行うことで地域への関心を取り戻し、地域のイベントなどに参加する動機付けとなるようまち全体で雰囲気を作ります。 「持続段階」では、地域資源についての学習や体験が一過性のものであるとせっかくつくった機会が無駄になってしまいます。そこで、学習体験の機会を定期的に高い頻度で提供することにより、イベントなどの参加者やリピーターを増やすことにつながります。 「行動段階」では、イベントなどの情報を知らない人や興味がない人の足が出向かないこと、イベント機会が少なすぎること、参加するメリットが感じられないため行く理由がないなどがあげられます。せっかく自治体などが企画しお金をかけたイベントであっても、参加者の増加が見られなければイベントの範囲や規模を拡大することは困難です。そこで我々が提案するのが「地域スタンプラリー」の実施です。 ここで強調したい点は、県央5市町村が連携して実施する広域圏のスタンプラリーだということです。互いの観光資源の弱みを補完する弱点強化戦略と、互いの強みをより増強させる積極化戦略が施せることです。 現有する地域資源を活用するスタンプラリーは、地域住民自ら実際に足を運んで体験することで、今まで意識していなかった地域資源を再発見できます。また、家族や友達と参加したり、参加者同士やイベント タッフとの交流も生まれ、世代や地域を越えたふれあいによる、活き活きとした雰囲気が生まれます。 スタンプラリーは、こどもからお年寄りまで、さまざまな方に気軽に参加してもらいやすいため、参加の動機付けが容易だというメリットもあります。 また、行政上の境界をまたぐスタンプラリーにすることで、縦糸に横糸が通ります。この結果、他の地域や次のイベントへの興味関心が自然に生まれ、自治体
が配布するイベントカレンダーにも自然と目を通す機会が増えます。これにより、地域住民は継続的に地域の行事に参加することになります。同時に、活動を楽しみに来場する参加者の増加も見込めます。 
これら 5 つの段階を繰り返し「反復」することで、学習能力を高めながら、より対象範囲拡大が可能になるため、地域の学習と再発見を繰り返しながら地域活性化につながる仕組みができ上がります。 最終的には、「地域住民」が主体となりそれを「産・学・官」がサポートする体系が形成されます。 
このように施策の検討を進めると、もうひとつのキーワードが見えてきました。 
それは、ボランティアやNPOなどの地域愛を持つ人々の自主的な活動です。ボランティアは、学生の教育機会や高齢者の生きがい創出にもつながります。ボランティアに参加してもらうことで、参加者にも地域資源の存在意義や活用方法を認識してもらう絶好の機会になります。 
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とができる費用や場所、時間には限りがあります。より効率よく資源を活用するために、現実的に実現可能であることが重要です。また、導入した施策が実を結ばなくては意味がありません。十分な効果が期待できるものではければなりません。 
2つ目は、「理解容易」であることです。まず、なにを目的にどんなことをするのか、わかりやすいものでなければなりません。 また、参加者が、事業のもたらすさまざまな効果が参加者自身や地域にとってどのように良い影響を与えてくれるのかを理解することで、より深い関心を抱かせることが可能になります。 
3つ目は、「継続性」です。一瞬だけの話題性や経済効果があったとしても、それが長期的な展望に立ってみれば必ずしも地域活性化につながるとはいえません。恒常的かつ持続的に効果が得られるものでなければならないと考えます。 これら3つのコンセプトを踏まえたうえで、施策を検討しました。 
しばしば、思考の過程では「フレームワーク」が用いられます。 
有名なところで、「AIDMA」というフレームワークがあります。同フレームワークは、広告宣伝における消費者の行動プロセスを「Attention(注意）」、「Interest(関心）」、「Desire(欲求）」、「Memory(記憶）」、「Action(行動）」の 5 つで構成しており、Attentionを「認知段階」、Interest・Desire・Memoryを「感情段階」、Actionを「行動段階」と区別しています。 
AIDMAに独自の改良を加えたものとして、「AISAS」があります。広告代理店の「電通」が提唱するモデルで、今日のインターネット社会に対応すべく、消費者に影響を与える要素を考慮したフレームワークです。「Attention(注意）」、「Interest(関心）」、「Search(検索）」、「Action(行動）」、「Share（共有）」の 5 つで構
成されており、アクションを終えた後、共有というク．
チコミ．．．による伝搬を考えているところが特徴です。 わたしたちは、これらのフレームワークを参考に今回の提言の検討に合わせたエレメント（構成要素）をアレンジし、独自のフレームワークを考案しました。 今回わたしたちが導いたモデルは、「認識」、「興味」、「欲求」、「記憶」、「行動」に、これら 5 つを「反復」する6つのエレメントから構成されています。地域住民の心理状況に合わせて具体的な施策を、どのような期待効果に向けて行うのかを示すことが重要だと考えました。 
それでは、このフレームワークに、現在の県央地域の状況を当てはめ、施策を考えていきましょう。 
まずは「認識段階」です。県央地域住民は地域の資源をあまりよく認識していないのではないでしょうか。そこで地域資源の広告宣伝を自治体中心に行います。それによって地域資源が地域住民に認知されます。 「興味段階」では、そもそも地域住民が地域の資源や取り組みに興味がないという状況があります。その人々に興味関心を抱かせるため広報に力を入れたり、
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　地域住民参加型の施策や、ボランティアやＮＰＯに
よる活動が住民の気づきにつながり、相乗効果によっ
て観光が活性化され、県央地域の活性化による経済波
及効果、雇用創出効果にもつながるものと考えられま
す。
　観光客の満足度を上げるには、地域の「ホスピタリ
ティ」、「おもてなしの心」が重要です。この基礎づく
りとして、現地ガイドの育成、情報発信整備などが不
可欠でしょうし、リピーターを獲得するためには、随
時、新鮮な情報・体験ができるように取り組む必要が
あります。繰り返しになりますが、このための下支え
が「みんなの熱意」です。
　まずは、県央地域に住む自分たち自身がふるさとの
良さを再発見・再認識し、郷土に対する誇りを持つこ
と、自分たちが暮らすこのまちに愛着を持ってもらう
こと、交流による地域力の向上や持続可能な地域づく
りに向けた、地域・産業・世代を超えた幅広く恒常的
な連携をめざすことが重要だという結論に至りまし
た。
　わたしたちは、これからもゼミ活動をとおして地域
密着型のネットワークの確立や、地域住民への周知と
参加を促す取り組みの充実を図る研究に邁進する所存
です。
　最後までご清聴いただき、ありがとうございました。
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わたしたちは、これからもゼミ活動をとおして地域密着型のネットワークの確立や、地域住民への周知と参加を促す取り組みの充実を図る研究に邁進する所存です。 最後までご清聴いただき、ありがとうございました。 
－ 103 －
24 
Appendix B
研究成果発表録 
本要録は、口頭発表「燕三条の産業と観光資源」の原稿を加筆修正したものです。 
新潟経営大学「企業懇談会」 
平成27年11月6日 
於：新潟東映ホテル 
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県の「金属製品製造業」の付加価値額の45%を創出し、全国の「金属製品製造業」の付加価値額の 1.5％を担っています。 このことから、燕三条の「モノづくり」は新潟県内ではもちろん、全国でもその存在感には確かなものがあり、燕三条の産業クラスタは名実ともに日本の「モノづくり」をけん引しているといえるでしょう。 
続いて、燕三条の「モノづくり」の特徴を再考しながら進めます。 
燕三条の産業の歴史は、江戸時代初期にまで遡り、和釘製造に必要な鍛造工程が今日まで受け継がれています。 
当時は、弥彦山のふもと間瀬銅山から、良質な銅が産出されたため、銅加工の産業も発達しました。 この後、鎖国が解け、西洋から洋釘が入ってくるようになると、和釘の需要は衰退します。 これに対応すべく、持ち前の金属加工技術を生かして、矢立やキセルの製造に転換します。 ところが、万年筆や紙巻きたばこが一般に普及し、それらの需要も減りました。 
そのころ、洋風の文化が一般に普及すると洋食器の製造が盛んになります。写真は、銅製洋食器が製品になるまでの過程が展示されているものです。ここでも、得意の金属加工技術を工夫して市場変化に対応している様子がうかがえます。日本を代表する輸出産業として発展したものの、第2次世界大戦により軍事産業へのシフトを余儀なくされ、洋食器の製造を断念せざるをえない状況になりました。 しかし、終戦後は洋食器の素材は加工が難しいステンレスに移行します。 ここでも高い加工技術をいかして市場のニーズに対応し、戦後特需の恩恵を受けて、再び輸出産業として復活を果たします。 
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　議論を導く前段階として、「燕三条の産業」と「観
光資源」の観点から「モノづくり観光」との親和性に
ついて調査し考察を加えました。燕三条を支えるモノ
づくりには、「高級爪切り」や「アウトドア製品」、伝
統の「追槌銅器」、「洋食器」などがあり、世界が認め
る磨きの技をはじめ、伝統産業から最先端技術、職人
工具から家庭用品まで幅広く、品質の高い製品を世に
送り出しています。
　燕三条の地場産業は、江戸時代初期からの「和釘づ
くり」をルーツとする金属加工産業と、時代を超えて
受け継がれる伝統産業、今日社会の多様なニーズに対
応する最先端技術が融合しているところが特徴です。
　本研究では、こうした点を踏まえ、地域が創出する
「付加価値額」の指標をもとにこの存在感を確認し、
燕三条は日本を代表する「モノづくりの集積地」であ
ることを確認します。
　最初に、ここにいう付加価値額について定義します。
新潟県統計課の「経済センサス」にもとづけば、利益
に給与総額と租税公課を繰り戻したものを付加価値額
と記されています。利益は株主へ、給与総額は従業員
へ、租税公課は国や自治体への責務を果たしているも
のと考え、これを以て企業活動で生み出された付加価
値額と考えるようです。
　ちなみに、補助金や助成金を利用する際の企業診断
などで使われる付加価値額は、利益に人件費と減価償
却費を繰り戻したものが使われます。この計算式はよ
り実態に近く、国の立場から見たとき、多くの税収が
あり、雇用が創出され、設備投資による内需の活性化
を示す指標といえます。
　今回は新潟県統計課の資料に基づいて、初めに説明
した計算式を用います。
　それでは、企業別「金属製品製造業」の付加価値額
を比較しましょう。「金属製品製造業」の付加価値額は、
全国で３兆２千１百59億２千６百万円です。そのうち
新潟県は１千53億３千１百万円です。新潟県の内訳を
見ると、１位は燕市の２百94億７千６百万円、２位は
三条市で１百80億４百万円となっています。燕市と三
条市をあわせて、４百74億８千万円となり新潟県の「金
属製品製造業」の付加価値額の45％を創出し、全国の
里村　星香
１．燕三条の産業
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観光資源」の観点から「モノづくり観光」との親和性について調査し考察を加えました。燕三条を支えるモノづくりには、「高級爪切り」や「アウトドア製品」、伝統の「追槌銅器」、「洋食器」などがあり、世界が認める磨きの技をはじめ、伝統産業から最先端技術、職人工具から家庭用品まで幅広く、品質の高い製品を世に送り出しています。 燕三条の地場産業は、江戸時代初期からの「和釘づくり」をルーツとする金属加工産業と、時代を超えて受け継がれる伝統産業、今日社会の多様なニーズに対応する最先端技術が融合しているところが特徴です。 本研究では、こうした点を踏まえ、地域が創出する「付加価値額」の指標をもとにこの存在感を確認し、燕三条は日本を代表する「モノづくりの集積地」であることを確認します。 
最初に、ここにいう付加価値額について定義します。
新潟県統計課の「経済センサス」にもとづけば、利益に給与総額と租税公課を繰り戻したものを付加価値額と記されています。利益は株主へ、給与総額は従業員へ、租税公課は国や自治体への責務を果たしているものと考え、これを以て企業活動で生み出された付加価値額と考えるようです。 
ちなみに、補助金や助成金を利用する際の企業診断などで使われる付加価値額は、利益に人件費と減価償却費を繰り戻したものが使われます。この計算式はより実態に近く、国の立場から見たとき、多くの税収があり、雇用が創出され、設備投資による内需の活性化を示す指標といえます。 今回は新潟県統計課の資料に基づいて、初めに説明した計算式を用います。 
それでは、企業別「金属製品製造業」の付加価値額を比較しましょう。「金属製品製造業」の付加価値額は、全国で3兆2千1百59億2千6百万円です。そのうち新潟県は 1千 53億 3千 1百万円です。新潟県の内訳を見ると、1位は燕市の2 94億7千6百万円、2位は三条市で 1百 80億 4百万円となっています。燕市と三条市をあわせて、4百74億8千万円となり新潟
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26 
県の「金属製品製造業」の付加価値額の45%を創出し、全国の「金属製品製造業」の付加価値額の 1.5％を担っています。 このことから、燕三条の「モノづくり」は新潟県内ではもちろん、全国でもその存在感には確かなものがあり、燕三条の産業クラスタは名実ともに日本の「モノづくり」をけん引しているといえるでしょう。 
続いて、燕三条の「モノづくり」の特徴を再考しながら進めます。 
燕三条の産業の歴史は、江戸時代初期にまで遡り、和釘製造に必要な鍛造工程が今日まで受け継がれています。 
当時は、弥彦山のふもと間瀬銅山から、良質な銅が産出されたため、銅加工の産業も発達しました。 この後、鎖国が解け、西洋から洋釘が入ってくるようになると、和釘の需要は衰退します。 これに対応すべく、持ち前の金属加工技術を生かして、矢立やキセルの製造に転換します。 ところが、万年筆や紙巻きたばこが一般に普及し、それらの需要も減りました。 
そのころ、洋風の文化が一般に普及すると洋食器の製造が盛んになります。写真は、銅製洋食器が製品になるまでの過程が展示されているものです。ここでも、得意の金属加工技術を工夫して市場変化に対応している様子がうかがえます。日本を代表する輸出産業として発展したものの、第2次世界大戦により軍事産業へのシフトを余儀なくされ、洋食器の製造を断念せざるをえない状況になりました。 しかし、終戦後は洋食器の素材は加工が難しいステンレスに移行します。 ここでも高い加工技術をいかして市場のニーズに対応し、戦後特需の恩恵を受けて、再び輸出産業として復活を果たします。 
「金属製品製造業」の付加価値額の1.5％を担っていま
す。
　このことから、燕三条の「モノづくり」は新潟県内
ではもちろん、全国でもその存在感には確かなものが
あり、燕三条の産業クラスタは名実ともに日本の「モ
ノづくり」をけん引しているといえるでしょう。
　続いて、燕三条の「モノづくり」の特徴を再考しな
がら進めます。
　燕三条の産業の歴史は、江戸時代初期にまで遡り、
和釘製造に必要な鍛造工程が今日まで受け継がれてい
ます。
　
　当時は、弥彦山のふもと間瀬銅山から、良質な銅が
産出されたため、銅加工の産業も発達しました。
　この後、鎖国が解け、西洋から洋釘が入ってくるよ
うになると、和釘の需要は衰退します。
　これに対応すべく、持ち前の金属加工技術を生かし
て、矢立やキセルの製造に転換します。
　ところが、万年筆や紙巻きたばこが一般に普及し、
それらの需要も減りました。
　そのころ、洋風の文化が一般に普及すると洋食器の
製造が盛んになります。写真は、銅製洋食器が製品に
なるまでの過程が展示されているものです。ここでも、
得意の金属加工技術を工夫して市場変化に対応してい
る様子がうかがえます。日本を代表する輸出産業とし
て発展したものの、第２次世界大戦により軍事産業へ
のシフトを余儀なくされ、洋食器の製造を断念せざる
をえない状況になりました。
　しかし、終戦後は洋食器の素材は加工が難しいステ
ンレスに移行します。
　ここでも高い加工技術をいかして市場のニーズに対
応し、戦後特需の恩恵を受けて、再び輸出産業として
復活を果たします。
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議論を導く前段階として、「燕三条の産業」と「観光資源」の観点から「モノづくり観光」との親和性について調査し考察を加えました。燕三条を支えるモノづくりには、「高級爪切り」や「アウトドア製品」、伝統の「追槌銅器」、「洋食器」などがあり、世界が認める磨きの技をはじめ、伝統産業から最先端技術、職人工具から家庭用品まで幅広く、品質の高い製品を世に送り出しています。 燕三条の地場産業は、江戸時代初期からの「和釘づくり」をルーツとする金属加工産業と、時代を超えて受け継がれる伝統産業、今日社会の多様なニーズに対応する最先端技術が融合しているところが特徴です。 本研究では、こうした点を踏まえ、地域が創出する「付加価値額」の指標をもとにこの存在感を確認し、燕三条は日本を代表する「モノづくりの集積地」であることを確認します。 
最初に、ここにいう付加価値額について定義します。
新潟県統計課の「経済センサス」にもとづけば、利益に給与総額と租税公課を繰り戻したものを付加価値額と記されています。利益は株主へ、給与総額は従業員へ、租税公課は国や自治体への責務を果たしているものと考え、これを以て企業活動で生み出された付加価値額と考えるようです。 
ちなみに、補助金や助成金を利用する際の企業診断などで使われる付加価値額は、利益に人件費と減価償却費を繰り戻したものが使われます。この計算式はより実態に近く、国の立場から見たとき、多くの税収があり、雇用が創出され、設備投資による内需の活性化を示す指標といえます。 今回は新潟県統計課の資料に基づいて、初めに説明した計算式を用います。 
それでは、企業別「金属製品製造業」の付加価値額を比較しましょう。「金属製品製造業」の付加価値額は、全国で3兆2千1百59億2千6百万円です。そのうち新潟県は 1千 53億 3千 1百万円です。新潟県の内訳を見ると、1位は燕市の2百94億7千6百万円、2位は三条市で 1百 80億 4百万円となっています。燕市と三条市をあわせて、4百74億8千万円となり新潟
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　この後、プラザ合意に端を発する円高不況などの苦
難に耐えながらも、最先端技術の開発を怠らず今日に
至っています。
　このように、燕三条の「モノづくり」に降りかかる
「破壊的イノベーション」に立ち向かうため、積み重
ねてきた伝統技術を生かし、「業態転換」を繰り返し
発展してきた歴史があります。燕三条には江戸時代か
ら続く「モノづくりの物語」があり、今なお続いてい
ます。
　これぞまさに、一朝一夕には作れない観光資源では
ないでしょうか。
　小括します。
　県央の地域活性化を観光に求めるなら、「モノづく
り観光」のブラッシュ・アップにこそ活路が見い出せ
る選択だと考えます。
　なぜなら、第一に県内の金属製品製造業の付加価値
額の45％を占める「モノづくり」の最前線基地として
の存在感があるところです。
　第二に、歴史に裏付けされた積み重ねた技術と最先
端技術の融合があります。
　名実ともに世界に冠たる「モノづくりのクラスタ」
が観光資源としてここにあるといえます。
　しかし、実感がないことも現状です。
　この点について、阿部が実証研究を試みました。
阿部　彩奈
　里村の見解を受けた研究のアイデアとして、SNSを
用いて「燕三条」と観光資源について実証研究を試み
ました。本研究の特徴はTwitterの投稿文（tweet）
にテキスト・マイニングを用いて、定性的、定量的に
アプローチするところです。
　早速、分析に入りましょう。実験データとして燕三
条を含むtweet、１年分のデータを収集しました。
　全tweet 40,991件のうち、純粋に個人が発したと思
われるtweet 14,592件を抽出しました。抽出条件はRT
（リツィート）、広告などを除外したものです。
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　ところで、tweetを分析する上で規則性のない言葉
の羅列をどのように処理するかを考えねばなりませ
ん。そのため、文を最小単位の品詞に分解して分析で
きる形にします。これを「形態素解析」といいます。
　この表だけではピンとこないので、このリストをよ
りわかりやすいように「可視化」する必要があります。
　つぎのように整理すると視覚的に分かりやすいです
ね。この図は、ひとつの文中に同時に出現する言葉と
言葉の関係を線で結んだものです。一般に「ネットワー
ク分析」、または「共起分析」と呼ばれています。
　見る限り、「麺」「背」「脂」「スープ」「煮干」」など、
いわゆる「燕三条系ラーメン」に関連する共起関係が
極めて強い様子がうかがえます。
　ここで改めて、本分析の目的に立ち返れば、燕三条
の観光資源をSNSから発見することでした。見てのと
おり、モノづくりを連想させるキーワードは見当たり
ません。しかし、これだけで燕三条とモノづくりの関
連性が乏しいというのは早計というものです。
　もっとも、共起分析は定性的なものである為、人に
よって見え方が異なります。
　さらに統計学を使って、定量的に分析を進めます。
　まずは、ネットワーク分析で強い共起関係が見られ
た「ラーメン」について月ごとの出現数の偏りを調べ
ます。ここでは、χ2（カイ二乗）検定を用います。
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この表だけではピンとこないので、このリストをよりわかりやすいように「可視化」する必要があります。 つぎのように整理すると視覚的に分かりやすいですね。この図は、ひとつの文中に同時に出現する言葉と言葉の関係を線で結んだものです。一般に「ネットワーク分析」、または「共起分析」と呼ばれています。 見る限り、「麺」「背」「脂」「スープ」「煮干」」など、いわゆる 燕三条系ラーメン」に関連する共起関係が
極めて強い様子がうかがえます。 
ここで改めて、本分析の目的に立ち返れば、燕三条の観光資源を SNS から発見す ことでした。 てのとおり、モノづくりを連想させるキーワードは見当たりません。 かし、これだけで燕三条とモノづくりの関連性が乏しいというのは早計というものです。 もっとも、共起分析は定性的なものである為、人によって見え方が異なります。 さらに統計学を使って、定量的に分析を進めます。 
まずは、ネットワーク分析で強い共起関係が見られた「ラーメン」について月ごとの出現数の偏りを調べます。ここでは、χ2（カイ二乗）検定を用います。 
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この後、プラザ合意に端を発する円高不況などの苦難に耐えながらも、最先端技術の開発を怠らず今日に至っています。 
このように、燕三条の「モノづくり」に降りかかる「破壊的イノベーション」に立ち向かうため、積み重ねてきた伝統技術を生かし、「業態転換」を繰り返し発展してきた歴史があります。燕三条には江戸時代から続く「モノづくりの物語」があり、今なお続いています。 これぞまさに、一朝一夕には作れない観光資源ではないでしょうか。 
小括します。 
県央の地域活性化を観光に求めるなら、「モノづくり観光」のブラッシュ・アップにこそ活路が見い出せる選択だと考えます。 なぜなら、第一に県内の金属製品製造業の付加価値額の45%を占める「モノづくり」の最前線基地としての存在感があるところです。 第二に、歴史に裏付けされた積み重ねた技術と最先端技術の融合があります。 名実ともに世界に冠たる「モノづくりのクラスタ」が観光資源としてここにあるといえます。 しかし、実感がないことも現状です。 この点について、阿部が実証研究を試みました。 
阿部彩奈 
里村の見解を受けた研究のアイデアとして、SNSを用いて「燕三条」と観光資源について実証研究を試みました。本研究の特徴はTwitterの投稿文（tweet）にテキスト・マイニングを用いて、定性的、定量的にアプローチするところです。 早速、分析に入りましょう。実験データとして燕三条を含む tweet、1年分のデータを収集しました。 全 tweet  40,991件のうち、純粋に個人が発したと思われる tweet  14,592件を抽出しました。抽出条件は
RT（リツィート）、広告などを除外したものです。 
2.SNSにおける「燕三条」の評価分析 
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　「ラーメン」の月ごとの出現数はこの通りです。
　本発表は、統計学の研究報告ではないため、極端に
砕けた言い方をご容赦ください。ここでは、ありえな
いことが起きた場合には、関連性がないという帰無仮
説を棄却し、関連性があるという対立仮説を採択しま
す。この場合、有意確率p値が6.683×10－11ですから、
ありえないことが起きる確率の分岐点１％水準には大
きくおよばない低い確率が示されています。
　よって、月と出現数には関連性があるということに
なります。
　さらに言えば、ネットワーク図で強い共起関係が見
られたラーメンというキーワードは、「月ごとの出現
数には偏りがある」、つまり「月次単位で見るとtweet
数にムラがある」と見ることができます。
　続けて、近年燕三条地域で力を入れている、「工場
の祭典」がtwitter上ではどのように話題になってい
るのかを検証します。
　「工場の祭典」にいたっては、1.103×10－44、つまり、
小数点以下０が43個並ぶほどの低い確率で有意差が見
られます。
　月次の出現数を見れば一目瞭然で、開催前月の９月
と開催月の10月に多く、tweetが無い月もあります。
この結果をネガティブにとらえるより、改善の余地が
あると見て、たとえば開催月を変えてみたり、毎月ミ
ニ工場の祭典を開いたりなど、考える余地が小数点以
下の０の数ほど残されているとする考え方もあります。
　また、参考までにこの他の語も解析しました。
　「金物」、「弥彦」については、５％水準、新幹線に
ついては１％水準で有意差が見られます。洋食器にい
29 
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たっては、有意水準をはるかに上回っていますが、出
現回数自体が極端に少ないため、参考になりません。
　なお、総務省の調査によれば、Twitterの利用層は
20代以下と30代で約半数を占めており、年代別の利用
層にバラつきがあります。この点は、本検証の制約条
件になることを留意ください。
　小括します。
　工場の祭典とラーメンは、月と出現数に関連性があ
り、感覚的には常時つぶやかれていると思われるラー
メンですら月ごとのつぶやきに偏りがあることを確認
しました。
　工場の祭典にいたっては９月と10月に話題が集中
し、その他の月に関してはほぼ話題になっていないの
ではなかろうかという結果です。
　
北澤　杏奈
　つづけて、本報告を総括し展望を述べてむすびとし
ます。
　「燕三条＝モノづくり＝観光産業」という文脈に異
を唱える人は、僅かでしょう。
　たしかに、「工場の祭典」は、産業観光という観点
からは当を得た取り組みです。しかし、阿部の報告に
見るように月ごとのつぶやきに偏りがあるのも事実で
す。偏りがあるということは、人々の関心がとぎれと
ぎれになっていることを示していると考えられます。
　ここで「戦力の逐次投入に陥っていないか」との懸
念が生じます。
　また、全体を見据えたビジョンも必要です。
　ここに日本政策投資銀行から報告されている興味深
い調査報告があります。縦軸に企業の規模をとり、横
軸に対象となるターゲットとしたマトリクスです。
　この類型では、工場の祭典は小規模の企業の参加で
成り立っており、中小企業が形成する産業クラスタを
特徴とする燕三条らしい点は納得できます。しかし、
横軸で対象とするターゲット、つまりベクトルの向き
が定かでない点が気になります。
　ラーメンにしても然り、月ごとに偏りがある結果で
した。つまり、地域ブランドを確立する途上にあるの
ではないか……観光や地域の活性化に資すると思われ30 
たっては、有意水準をはるかに上回っていますが、出現回数自体が極端に少ないため、参考になりません。 なお、総務省の調査によれば、Twitter の利用層は
20代以下と30代で約半数を占めており、年代別の利用層にバラつきがあります。この点は、本検証の制約条件になることを留意ください。 
小括します。 工場の祭典とラーメンは、月と出現数に関連性があり、感覚的には常時つぶやかれていると思われるラーメンですら月ごとのつぶやきに偏りがあることを確認しました。 工場の祭典にいたっては 9月と 10月に話題が集中し、その他の月に関してはほぼ話題になっていないのではなかろうかという結果です。 
北澤杏奈 
つづけて、本報告を総括し展望を
ます。 「燕三条＝モノづくり＝観光産業」という文脈に異を唱える人は、僅かでしょう。 
たしかに、「工場の祭典」は、産業観光という観点からは当を得た取り組みです。しかし、阿部の報告に見るように月ごとのつぶやきに偏りがあるのも事実です。偏りがあるということは、人々の関心がとぎれとぎれになっていることを示していると考えられます。 ここで「戦力の逐次投入に陥っていないか」との懸念が生じます。 
また、全体を見据えたビジョンも必要です。 ここに日本政策投資銀行から報告されている興味深い調査報告があります。縦軸に企業の規模をとり、横軸に対象となるターゲットとしたマトリクスです。 
この類型では、工場の祭典は小規模の企業の参加で成り立っており、中小企業が形成する産業クラスタを特徴とする燕三条らしい点は納得できます。しかし、横軸で対象とするターゲット、つまりベクトルの向きが定かでない点が気になります。 ラーメンにしても然り、月ごとに偏りがある結果で
3.総括と展望 
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たっては、有意水準をはるかに上回っていますが、出現回数自体が極端に少ないため 参考になりません。 なお、総務省の調査によれば、Twitter の利用層は
20代以下と30代で約半数を占めており、年代別の利用層 バラつきがあります。この点は、本検証の制約条件になることを留意ください。 
小括します。 工場の祭典とラーメンは、月と出現数に関連性があり、感覚的には常時 かれていると思われるラーメンですら月ごとのつぶやきに偏りがあることを確認しました。 工場 祭典にいたっ 9月と 10月に話題が集中し、その他の月に関してはほぼ話題になっていないのではなかろうかという結果です。 
北澤杏奈 
つづけて、本報告を総括し展望を述べてむすびとし
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また、全体を見据えたビジョンも必要です。 ここに日本政策投資銀行から報告されている興味深い調査報告があります。縦軸に企業の規模をとり、横軸に対象となるターゲットとしたマトリクスです。 
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「ラーメン」の月ごとの出現数はこの通りです。 本発表は、統計学の研究報告ではないため、極端に砕けた言い方をご容赦ください。ここでは、ありえないことが起きた場合には、関連性がないという帰無仮説を棄却し、関連性があるという対立仮説を採択します。この場合、有意確率p値が6.683×10-11ですから、ありえないことが起きる確率の分岐点 1%水準には大きくおよばない低い確率が示されています。 よって、月と出現数には関連性があるということになります。 さらに言えば、ネットワーク図で強い共起関係が見られたラーメンというキーワードは、「月ごとの出現数には偏りがある」、つまり「月次単位で見ると tweet数にムラがある」と見ることができます。 
続けて、近年燕三条地域で力を入れている、「工場の祭典」が twitter 上ではどのように話題になっているのかを検証します。 
「工場の祭典」にいたっては、1.103×10－44、つまり、小数点以下 0が 43個並ぶほどの低い確率で有意差が見られます。 月次の出現数を見れば一目瞭然で、開催前月の9月と開催月の10月に多く、tweetが無い月もあります。 この結果をネガティブにとらえるより、改善の余地があると見て、たとえば開催月を変えてみたり、毎月ミニ工場の祭典を開いたりなど、考える余地が小数点以下の0の数ほど残されているとする考え方もあります。 また、参考までにこの他の語も解析しました。 
「金物」、「弥彦」については、5％水準、新幹線については 1％水準で有意差が見られます。洋食器にい
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る各々の資源のPR活動が関連付いていないために、
結果として逐次投入の形になっているのではないかと
の憂慮に至るわけです。
　次に広域圏の観光活性の視点で考えます。
　着地型観光すなわち「Destination」をマネジメン
トするDMOに注目が集まっています。DMOは今年６
月に閣議決定された地方創生の本丸「ローカル・アベ
ノミクス」の中核機能にほかなりません。
　連携活動に関連して、しばしば地域活性化に「産学
官連携」が取り上げられますが、理工系の一部を除き
役割分担が定かでないように見受けられます。
　ひとつだけ、経営学の見地から言えることは、「学
と官は市場に直接関与していないため、イノベーショ
ンを起せない」ということです。それがかなうのは市
場と直結している「産」の力です。
　そして、忘れてならないのは、「産を評価し審判を
下すのは民」、すなわち「地域住民」だということです。
　官は、行政サービスやインフラ整備、観光に関して
言えば資源の管理、PRの役割を担えます。学は、「知
（地）の拠点」「域学連携」として「ひと」の集積や育
成、学びと研究の還元により地域の問題解決を図れま
す。
　それぞれの役割があって、そのうちひとつが欠けて
も、「観光活性化が果たす地域の活性化」には結びつ
かないでしょう。
　ここに改めてDMOの必要性がクローズアップされ
ます。表面上の組織の整備や、政府、自治体からの補
助金に依存するような状態では、DMOは十分に機能
しないでしょう。最終的には、地方創生の主役となる
地域住民が一体となり、それを産学官がサポートする
体系が望ましいと考えられます。
　現在、新潟経営大学は、観光活性化プラットフォー
ムの単年度パイロット事業として「大学と地域の協働
による観光活性化モデル事業」を新潟県との官学連携
で実施しています。
　この取り組みは、観光の活性化が地域に活力を生み
出し、地方創生の成功モデルに発展する試金石に位置
付けられます。ひいては、日本が誇る産業クラスタ「県
央地域」が成し得た観光活性化・地域活性化の成功事
例として実を結ぶよう、今後の活動に期待し関心を
もって見守りたいと思います。
　今回の発表は研究のごく一部です。調査研究の成果
は地域活性化研究所のジャーナル誌にて、教員と共著
で論文発表します。
　以上で報告を終わります。ご清聴ありがとうござい
ました。
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連携活動に関連して、しばしば地域活性化に「産学官連携」が取り上げられますが、理工系の一部を除き役割分担が定かでないように見受けられます。 
ひとつだけ、経営学の見地から言えることは、「学と官は市場に直接関与していないため、イノベーションを起せない」ということです。それがかなうのは市場と直結している「産」の力です。 そして、忘れてならないのは、「産を評価し審判を下すのは民」、すなわち「地域住民」だということです。 
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現在、新潟経営大学は、観光活性化プラットフォームの単年度パイロット事業として「大学と地域の協働による観光活性化モデル事業」を新潟県との官学連携で実施しています。 この取り組みは、観光の活性化が地域に活力を生み出し、地方創生の成功モデルに発展する試金石に位置付けられます。ひいては、日本が誇る産業クラスタ「県央地域」が成し得た観光活性化・地域活性化の成功事例として実を結ぶよう、今後の活動に期待し関心をもって見守りたいと思います。 
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